
 

令和５年度国土交通省・公共事業関係予算のポイント 

令和４年１２月 
坂 本 主 計 官 

記 事 解 禁 

令和５年度予算政府案閣議決定後 



 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
○ 公共事業関係費については安定的に確保（6 兆 600 億円）（対前年度＋26 億
円）。 
中でも、 

・ 新技術を活用した老朽化対策の効率的実施 
・ 特定都市河川の指定などハード・ソフト一体となった流域治水対策や、先
端的なデジタル技術を活用した洪水予測技術の開発加速等の総合的な取組 

など、防災・減災、国土強靱化の取組を推進。 
 

○ このほか、 
・ 生産性向上・成長力強化につながるインフラ整備 
・ 建設・建築ＤＸの活用や脱炭素化（ＧＸ）の推進 
・ 人口減少に対応した広域的なコンパクト・プラス・ネットワークの推進 
といった観点から、メリハリ付けを強化。 

 
○ 地域公共交通ネットワークの再構築に向けて、 

・ 社会資本整備総合交付金における「地域公共交通再構築事業」の創設等
による、鉄道設備やバス施設の刷新など、地域の創意工夫を活かした取組の
支援 

・ エリア内交通ネットワークの利便性向上・効率化に向けた交通事業者の
インセンティブを引き出すため、地方自治体が交通事業者に一定エリアの公
共交通を一括して長期で運行委託（エリア一括協定運行）する場合への補助
制度の創設 

などを通じて、公共事業・非公共事業を組み合わせて総合的・重点的に支援。 
 
○ このほか、観光や航空分野も含め、ポスト・コロナを見据えたＤＸの推進
や成長投資を通じた生産性向上、持続可能性確保等に向けた取組に重点化。 

 
○ 「海上保安能力強化に関する方針」（令和４年 12 月 16 日関係閣僚会議決定）

に基づき、尖閣領海警備能力や広域海洋監視能力の強化などの海上保安能力
を抜本的に強化。 

 
 
 
 

  
   （単位：億円）  

 令和４年度 令和５年度 ４’→ ５’増 減 

公 共 事 業 関 係 費 ６０，５７４ ６０，６００ ＋２６ 
（＋０．０％） 

 うち国土強靱化関係予算 ３８，７３６ ３９，４９７ 
＋７６１ 

（＋２．０％） 
※ 令和４年度予算はデジタル庁一括計上に伴う組替え後の予算額。 

国土交通省・公共事業関係予算のポイント 

◆ 公共事業関係費 

令和５年度予算編成の基本的な考え方 

※本資料の計数は、整理の結果、異動を生ずることがある。 
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（単位：億円） 

 令和４年度 令和５年度 ４’→ ５’増 減 

国土交通省関係 計 ５８，５０８ ５８，７１４ ＋２０５ 
（＋０．４％） 

 
 
 

公共事業関係費 ５２，４８０ ５２，５０２ 
＋２２ 

（＋０．０％） 

非公共予算  ６，０２８ ６，２１１ 
＋１８３ 

（＋３．０％） 
※ 地域計上分を含む。 
※ 国際観光旅客税（令和５年度税収 200 億円）関連施策のうち国土交通省予算に計上される 197 億
円（前年度 81 億円）を含む。 

※ 本表のほか、デジタル庁一括計上分として、令和５年度 326 億円があり、これを含めた場合の合
計額は、59,039 億円（対前年度＋0.3％）である。 

 

※ ４年度当初予算 ⇒ ５年度当初予算 

１．防災・減災、国土強靱化の推進 

（１）防災・減災、国土強靱化に資するインフラ整備の着実な推進 

 

① 老朽化対策への重点化 

 

老朽化対策    

６，７０１億円 ⇒ ６，８１７億円（＋ １１６億円、 ＋１．７％）

うち道路メンテナンス事業費補助 

２，２３４億円 ⇒ ２，２４５億円（＋ １１億円、 ＋０．５％）

うち河川メンテナンス事業費補助等 

 １５１億円 ⇒ １５８億円（＋ ７億円、 ＋４．６％）

 

・ 既存ストックを最大限活用し、将来の更新費用の低減を図るため、新技術等も活用

しつつ事後保全から予防保全への移行に向けて老朽化対策に重点化。 

 

・ 道路メンテナンス事業費補助においては、自治体におけるライフサイクルコスト

を意識した老朽化対策及び新技術を活用した効率化等を推進するため、長寿命化修

繕計画において「集約・撤去や新技術等の活用に関する短期的な数値目標及びその

コスト縮減効果」を定めることを補助の要件化。 

 

② 社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金の重点配分の強化 

 

a. 重要政策課題に対する重点配分の強化 

・  新技術を活用したインフラメンテナンス、ハード・ソフト一体となった防災・ 

減災対策や、地域公共交通ネットワークの再構築など、分野横断的に対応すべき

重要政策課題に意欲的に取り組む整備計画に対する交付金の重点配分を強化。 

 

 

◆ 国土交通省関係予算 
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 b. 道路整備事業 

・ 地域が策定する交通・まちづくり等に関する計画に位置付けられた自動運転関連

施設や BRT 等の公共交通の走行環境整備について、新たに重点配分対象化。 

 

・ 社会資本整備総合交付金（ストック効果を高めるアクセス道路の整備）、防災・安

全交付金（国土強靱化地域計画に基づく事業）について、長寿命化修繕計画（個別

施設計画（橋梁））が未策定の地方公共団体は重点配分の対象外とする。 

 

c. 海岸事業 

・ 砂浜の保全・再生に向けて、総合的な土砂管理の観点から、気候変動等の予測を

踏まえた砂浜管理への転換や、事業間の連携による効率的な侵食被害対策を推進す

るため、「関係機関と連携し、河川、ダム、港湾、漁港等から発生する土砂を有効

活用することが社会資本総合整備計画（又は農山漁村地域整備計画）に示されてい

ること」を要件に、交付金の重点配分を実施。 

  

 

（２）ハード・ソフト一体となった防災・減災対策の推進 

 

① 流域治水の推進（特定都市河川の指定の促進） 

４０億円 ⇒ ７３億円（＋ ３４億円、 ＋８４．１％）

・ 土地の利用規制を含む流域治水対策の実行ツールである特定都市河川の指定を通じ

て総合的な治水対策を加速させるため、指定地域を対象とする事業を重点的に支援。 

 

② 治水分野におけるデジタル技術の活用 

６８億円 ⇒ ７１億円（＋ ３億円、 ＋５．１％）

・ 流域情報等のオープンデータの拡充、サイバー空間上の実証実験基盤の整備等によ

る水害リスク情報の充実や洪水予測の高度化などの取組を推進。 

 

③ 気象庁における線状降水帯の予測精度向上等に向けた取組の強化等  

１３２億円 ⇒ １４２億円（＋ １０億円、 ＋７．２％）

（参考）令和４年度第２次補正予算（デジタル庁込み）   ６６４億円 

・  近年頻発する線状降水帯の予測精度向上等を着実に推進するため、大気の３次元観

測機能などの最新技術を導入した次期静止気象衛星の製造に着手するとともに、気象

庁スーパーコンピュータ等を強化。 

 

④ 国土交通データプラットフォームを活用した防災・減災の取組 

１億円 ⇒ １億円（＋ ０億円、 ＋１．２％）

（参考）令和４年度第２次補正予算    １億円 

   （※）デジタル庁一括計上分を含む。 

・ BIM/CIM（※）等データや官民が保有する様々なデジタルデータを連携し、一元的

に検索・表示・ダウンロードを可能とするプラットフォームの整備を推進し、当該プ

ラットフォームから得られるデータについて、防災シミュレーションや効率的な維持

管理の取組への活用を図る。 

 （※）事業の計画、調査、設計段階から 3 次元モデルを導入し、その後の施工、維持管

理の各段階においてもこれを活用することで、事業全体にわたる関係者間の情報共有

を容易にし、一連の建設生産・管理システムの効率化・高度化を図る取組。 
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⑤ 地方整備局等の執行体制の強化 

２３，６５３人 ⇒ ２３，７５３人 （＋１００人） 

・  大規模自然災害からの復旧・復興や自然災害発生時におけるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ

の被災自治体への派遣に加え、地域の防災・減災、国土強靱化の取組の推進を図る

観点から、地方整備局等の人員を増員し体制を強化。 

 

 

２．生産性向上・建設ＤＸの推進 

（１）国際コンテナ戦略港湾等の機能強化 

５４５億円  ⇒ ５７４億円 （＋ ２９億円、 ＋５．３％） 

・ 国際コンテナ戦略港湾（京浜港・阪神港）に寄港する国際基幹航路の維持・拡大

を図り、我が国立地企業のサプライチェーンを安定化すること等を通じて、我が国

産業の国際競争力を強化するため、 

ⅰ）船舶の大型化に対応したコンテナターミナルの整備等を集中的に実施すると 

ともに、 

ⅱ）AI の活用等による港湾業務の自動化・省力化や物流手続の電子化を通じて、 

港湾物流における生産性向上を促進。 

 

 

（２）高速道路における自動運転普及や脱炭素化の推進【新規】 

 ０．０１億円（皆増）

・ 高速道路内における自動運転の普及や脱炭素化の推進のため、自動運転車両拠点

施設やＥＶ充電施設など、利用者利便の向上や物流生産性向上などに資する機能高

度化施設と一体となって整備される駐車施設（「特定駐車場施設」）の整備を支援。 

 

 

（３）整備新幹線の着実な整備 

 

 ① 整備新幹線の着実な整備 

８０４億円 ⇒ ８０４億円（± ０億円、 ±０．０％） 

・ 北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）における、着工以降の予期せぬ自然条件へ

の対応や、関係法令改正等への対応に伴う事業費の増加への対応を含め、整備を着

実に推進するための所要額を計上。 

 

 ② 北陸新幹線事業推進調査 

 １２億円（皆増）

・ 北陸新幹線（敦賀・新大阪間）について、従来、工事実施計画の認可後に行って

いた調査も含め、施工上の課題を解決するための調査を先行的・集中的に実施する

ための所要額を計上。 

 

（４）ＢＩМの活用促進・ＩＣＴ施工の推進 

３億円 ⇒ ６億円（＋ ２億円、 ＋７３．７％） 

（参考）令和４年度第２次補正予算             ８３億円 
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・ 建築生産プロセスの効率化や建築物の質の向上に資する建築 BIM の社会実装を

加速化するため、中小事業者等が建築 BIM を活用する建築プロジェクトへの支援

を行い、あわせて建築 BIM による建築確認を可能とする環境整備等を進める。 

 

・ BIM/CIM 等の３次元モデルを活用した建設工事に係るデータを受発注者で情報

共有し業務効率化・高度化を図るための、情報通信システム環境の整備や、BIM/CIM

等３次元データに対応した人材育成のための環境整備を進める。 

  また、大手企業だけではなく、中小の建設業にも ICT 施工を普及拡大させるため、

ICT 施工技術者の育成を推進するとともに、ICT 施工に必要となる機器・機械を認

定し、積極的な導入を支援する。 

 

 

（５）下水汚泥の肥料活用 

 ３７億円の内数等

（参考）令和４年度第２次補正予算 ３０億円

・ 肥料の国産化・安定供給を図るべく、地方公共団体による下水汚泥のコンポスト

化施設の整備や肥料利用促進のための案件形成を支援するとともに、汚泥処理プロ

セスからのリン回収等に関する実証事業を行う。 

 

 

（６）まちづくりや防災に資する地籍調査への民間測量成果の活用 

１億円  ⇒ １億円 （△ ０億円、 △０．７％） 

・ まちづくりや防災に資する地籍調査を更に加速するため、同調査の実施主体であ

る自治体が、民間の開発事業に伴う既存の測量成果等を活用するための補助制度に

おいて、地籍調査として申請するために要する調査等の費用への定額補助を追加。 

 

 

（７）適正な工期設定等による働き方改革の推進 

０．４億円 ⇒ ０．４億円（△ ０．０億円、 △７．１％） 

・ 令和６年４月から建設業に適用される罰則付き時間外労働規制も見据え、適正な

工期設定と合わせ、特に中小建設業における生産性向上の課題等について更なる調

査・検討を行い、引き続き生産性向上について事例集の作成等による横展開を図る。 

 

 

３．ポスト・コロナに向けた対応 

（１）地域公共交通ネットワークの再構築 

 

 ① 地域公共交通再構築事業【新規】 

社会資本整備総合交付金 

（地域公共交通再構築事業、都市・地域交通戦略推進事業） 

 

５，４９２億円の内数

先進車両導入支援等事業  １７億円（皆増）

（※）先進車両導入支援等事業のうち、２億円は観光庁計上分。 
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・ 地域づくりの一環として、持続可能性・利便性・効率性の高い「地域公共交通ネ

ットワーク」の再構築に必要なインフラ整備に取組む地方自治体への支援を可能と

するため、社会資本整備総合交付金において、 

ⅰ）新たに基幹事業として「地域公共交通再構築事業」を創設。 

ⅱ）「都市・地域交通戦略推進事業」の基幹事業に、既存の路面電車・バス等に加

え、鉄道施設等の整備を支援対象に追加。 

 

・ 地域公共交通ネットワークの再構築のため、鉄道・バスに係る燃料電池車両、自

動運転車両等、先進的な車両の導入に対する支援事業を創設。 

 

（※）ＪＲに関し、「新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関

する指針」については、これまで通り適切に運用。 

 

② 地域公共交通確保維持改善事業 

 ２０７億円 ⇒ ２０７億円（± ０億円、 ±０．０％)  

（参考）令和４年度第２次補正予算  ４１５億円 

・ これまでの地域バス等の運行費支援に加えて、エリア内交通ネットワークの利便

性向上・効率化に向けた交通事業者のインセンティブを引き出すため、地方自治体

が交通事業者に一定エリアの公共交通を一括して長期で運行委託（エリア一括協定

運行）する場合への補助制度を創設。 

 

・ このほか、自動運転の実証運行や先進・優良事例を含め、地域の多様な主体の連

携・協働による取組を支援。 

 

 

（２）空港使用料及び航空機燃料税の引下げ 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響による航空会社の厳しい財務状況等を踏まえ、

インバウンド回復に向けた航空会社の機材投資を引き続き後押しするため、国内線

の空港使用料（着陸料、停留料及び航行援助施設利用料）及び航空機燃料税を軽減

（５00 億円規模、上記空港使用料及び航空機燃料税の総額の約３割相当。）。 

 

・ 令和３年度から令和５年度における空港使用料・航空機燃料税の減免による歳入

の減少を踏まえ、その回復を図るため、令和７年度から令和 18 年度にかけて、空

港使用料を適正な水準に設定。 

 

 

（３）インバウンド回復に向けた戦略的取組 

  ２３２億円 ⇒ ３１０億円（＋ ７８億円、 ＋３３．７％) 

うち観光財源 ９０億円 ⇒ ２００億円（＋ １１０億円、 ＋１２２．２％) 

（参考）令和４年度第２次補正予算 1，５００億円 

・ 観光立国復活に向けた基盤を強化するため、国内における新たな交流市場の開拓、

コロナ後のニーズ変化も踏まえた地域の魅力向上・持続可能な観光地域づくり、観

光産業の高付加価値化に取り組むための所要額を計上。 
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・ また、インバウンド消費額５兆円超の達成を含む、インバウンド回復に向けた戦

略的取組を実施し、地方への誘客強化・消費拡大を図るための所要額を計上。 

 

 

４．海上保安能力の抜本的強化 

 ２，２３１億円 ⇒ ２，４３１億円（＋ ２００億円、 ＋９．０％) 

（※）デジタル庁一括計上分を含む。 

・ 新たに取りまとめられた「海上保安能力強化に関する方針」（令和４年 12 月 16

日関係閣僚会議決定）に基づき、尖閣領海警備能力や広域海洋監視能力の強化など

の海上保安能力の強化を推進。 

① 尖閣領海警備や広域海洋監視などの能力強化 

ⅰ）大型巡視船５隻の就役 

ⅱ）中型ヘリコプター３機の就役 

ⅲ）無操縦者航空機３機へ運用拡大 

② 業務基盤の整備 

ⅰ）戦略的アセット管理による長寿命化の推進 

ⅱ）サイバー対策等情報通信システムの強靱化 

 

 

５．国民の安心・安全の確保 

（１）一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し 

５４億円 ⇒ ６０億円（＋ ６億円、＋１０．２％） 

（参考）令和４年度第２次補正予算 １２億円 

・ 令和３年 12 月に財務大臣・国土交通大臣間で合意された内容（※）を踏まえ、

被害者支援事業等が安定的、継続的に将来にわたって実施されるよう、引き続き繰

戻しを実施。 

 

（※）財務大臣・国土交通大臣間合意（令和３年１２月２２日）（抄） 

   - 毎年度の具体的な繰戻額については、令和４年度予算における繰戻額の水

準を踏まえ、（中略）財務省及び国土交通省が協議の上、決定することとす

る。 

- 一般会計からの繰戻しに継続して取り組む 

 （注）令和４年度予算における繰戻額：５４億円 

 

 

（２）通学路における交通安全対策の推進 

５００億円 ⇒ ５５５億円（＋ ５５億円、＋１１．０％） 

・ 令和３年に実施した通学路合同点検の結果も踏まえて実施している、速度規制等

のソフト対策と歩道整備等のハード対策を適切に組み合わせた効果的な交通安全

対策を推進するため、重点的に支援。 
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（単位：百万円）

増▲減額 伸率

848,413 851,796 3,383 0.4%

62,027 62,291 264 0.4%

40,297 40,297 - 0.0%

2,110,940 2,118,262 7,322 0.3%

243,903 244,403 500 0.2%

32,826 28,742 ▲4,084 ▲12.4%

23,822 22,822 ▲1,000 ▲4.2%

80,372 80,372 - 0.0%

157,963 156,171 ▲1,792 ▲1.1%

102,141 102,433 292 0.3%

61,359 77,295 15,936 26.0%

16,936 17,036 100 0.6%

41,727 41,727 - 0.0%

31,971 32,386 415 1.3%

332,136 332,303 167 0.1%

124,718 125,249 531 0.4%

72,669 72,906 237 0.3%

581,731 549,190 ▲32,541 ▲5.6%

815,570 831,299 15,729 1.9%

78,398 77,390 ▲1,008 ▲1.3%

39,777 39,777 - 0.0%

19,971 13,886 ▲6,085 ▲30.5%

60,477 64,312 3,835 6.3%

5,980,144 5,982,345 2,201 0.0%

77,248 77,649 401 0.5%

6,057,392 6,059,994 2,602 0.0%

国 土 交 通 省 関 係 5,248,045 5,250,246 2,201 0.0%

農 林 水 産 省 関 係 697,984 698,285 301 0.0%

厚 生 労 働 省 関 係 17,292 17,392 100 0.6%

経 済 産 業 省 関 係 2,163 2,163 - 0.0%

環 境 省 関 係 49,512 49,512 - 0.0%

内 閣 府 関 係 42,396 42,396 - 0.0%

（注）令和４年度当初予算額については、デジタル庁一括計上に伴う組替え後の予算額。

空 港

公　共　事　業　関　係　費

令和４年度
当初予算額

令和５年度
政府案

対前年度

治 水

治 山

海 岸

道 路

港 湾

社会資本整備総合交付金

都 市 幹 線 鉄 道

整 備 新 幹 線

住 宅 対 策

市 街 地 整 備

下 水 道

水 道

廃 棄 物 処 理

国 営 公 園 等

農 業 農 村

森 林 整 備

水 産 基 盤

一 般 公 共 計

災 害 復 旧 等

公 共 事 業 関 係 費 計

防 災 ・ 安 全 交 付 金

農山漁村地域整備交付金

地 方 創 生 整 備

防 災 ・ 減 災 推 進 費

そ の 他
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防
災
・減
災
、国
⼟
強
靱
化
に
関
す
る
取
組
の
概
要
（
令
和
5年

度
︓
公
共
事
業
関
係
費
）

○
近
年
の
災
害
激
甚
化
や
イン
フラ
⽼
朽
化
等
の
状
況
も
踏
ま
え
、効

果
的
な
対
応
を
図
る
観
点
か
ら、
新
技
術
を
活
⽤
した
⽼
朽
化
対
策
、河

道
掘
削
の

集
中
的
実
施
を
は
じめ
、ハ
ー
ド・
ソ
フト
⼀
体
とな
った
継
続
的
取
組
に
よ
り防

災
・減
災
、国

⼟
強
靱
化
に
資
す
る
イン
フラ
整
備
へ
の
重
点
化
を
推
進
す
る
。

防
波
堤

基
礎
マ
ウ
ン
ド

海
底
地

盤

外
力

天
端
形

状
の
工
夫

腹
付
の
設
置

洗
掘

防
止
マ
ッ
ト
の
敷
設

越
流

被
覆
ブ
ロ
ッ
ク

の
設
置

道
路

治
⽔
（
河
川
・砂
防
）

港
湾

海
岸
・下
⽔
道

【ミ
ッシ
ング
リン
クの
整
備
】

【河
道
掘
削
】

【砂
防
関
係
施
設
の
整
備
】

【A
Iを
活
⽤
した
砂
防
施
設
変
状
の
⾃
動
検
出
】

【港
湾
に
お
け
る
津
波
対
策
】

【港
湾
に
お
け
る
地
震
対
策
】【新

技
術
を
活
⽤
した
⽼
朽
化
対
策
(維
持
管
理
)】

住
宅
・都
市

被
害
の
な
い
２
車
線
を
活
用
し
、
交
通
機
能
を
確
保

【
暫
定
2
車
線
区
間
の
4
車
線
化
】

【
橋
梁
の
老
朽
化
対
策
】

す
さ
み

串
本

道
路

串
本

太
地

道
路

※
事
業
中
区
間
と

並
行

す
る
国

道
42

号

津
波

浸
水

想
定

区
域

を
回

避

42

す
さ
み
南
IC

串
本
IC

（
仮
称
）

太
地
IC

（
仮
称
）

E
4
2

E
4
2

E
4
2

42
：
事
業
中

（
す
さ
み
串
本
道
路
、

串
本
太
地
道
路
）

：
国

道
４
２
号

う
ち
浸
水

想
定
区
域

42

緊
急
輸
送
道
路
の
８
割

※
が

津
波

浸
水

想
定

区
域

を
通

過

【航
空
レ
ー
ザ
を
活
⽤
した
測
量
に
よ
る
河
道

の
状
況
把
握
】

パ
ト
ロ
ー
ル
車
両
搭
載
カ
メ
ラ
の
リ
ア
ル
タ
イ
ム
映
像
か
ら
、
Ａ
Ｉに

よ
り
舗
装
の
損
傷
を
自
動
検
知
し
、
日
常
の
維
持
管
理
を
支
援

主
桁

腐
食

A
I画

像
判

読
に
よ
り

自
動

抽
出

さ
れ

た
変

状
箇

所

A
I判

読
イ
メ
ー
ジ

撮
影

状
況

U
A
V

現
状

の
変

状
確

認

【防
波
堤
の
越
波
防
⽌
対
策
】

嵩
上
げ
（
越
波
防
⽌
）

【レ
ー
ダー
探
査
機
に
よる
岸
壁
の
空
洞
化
調
査
】

【海
岸
の
津
波
・⾼
潮
対
策
】

堤
防

陸
閘

【下
⽔
道
に
お
け
る
浸
⽔
対
策
】

ポ
ンプ
場

⾬
⽔
貯
留
管

【浸
⽔
ハ
ザ
ー
ドマ
ップ
の
策
定
】

【密
集
市
街
地
の
改
善
に
よ
る
避
難
路
の
確
保
】

整
備

前
整

備
後

【防
災
拠
点
とな
る
公
園
や
避
難
場
所
の
整
備
】

橋
脚

補
強

落
橋

防
止

構
造

令
和
５
年
度
政
府
案
：
３
９
，
４
９
７
億
円
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22
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37
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87
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  1
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48
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43
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02
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14
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84
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14
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70
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89
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0
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00
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00
0
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00
0
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00
0

10
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00

12
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00

14
,0
00

16
,0
00

18
,0
00

20
,0
00

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

R5

道
路

関
係

直
轄

予
算

の
推

移
改
築
そ
の
他

維
持
修
繕

⽼
朽
化
対
策
の
推
進
（
道
路
事
業
）

○
道
路
関
係
直
轄
予
算
に
つ
い
て
、既

存
ス
トッ
クを
最
⼤
限
活
⽤
し、
将
来
の
更
新
費
⽤
の
低
減
を
図
る
た
め
、新

技
術
等
も
活
⽤
しつ
つ

事
後
保
全
か
ら予

防
保
全
へ
の
移
⾏
に
向
け
て
⽼
朽
化
対
策
に
重
点
化
。

（
単

位
：
億

円
）

（
単

位
：
億

円
）

※
工

事
諸

費
等

を
除

く
※

補
助

予
算

の
う
ち
、
高

規
格

道
路

・
ＩＣ

ア
ク
セ
ス
道

路
等

の
「
改

築
補

助
」
予

算
と
「
道

路
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
事

業
費

補
助

」
の

推
移

を
示

し
た
も
の

※
道

路
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事

業
費

補
助

は
、
従

来
、
主

に
防

災
・
安

全
交

付
金

で
実

施
し
て
い
た
と

こ
ろ
、
地
方
自
治
体
が
自
由
に
使

え
る
交
付

金
制
度

の
中

で
は
取

り
組
み
が

低
調

な
こ
と
が

課
題

で
あ
っ
た
た
め
、
集

中
的

・
計

画
的

に
対

応
で
き
る
よ
う
、
令

和
２
年

度
に
個

別
補

助
制

度
を
創

設
し
た
も
の

。

1,
16
6

1,
08
3

1,
04
1

1,
03
2 

2,
22
3

2,
22
3

2,
23
4

2,
24
5

3,
38
9

3,
30
6

3,
27
5

3,
27
7

0

50
0

1,
00
0

1,
50
0

2,
00
0

2,
50
0

3,
00
0

3,
50
0

4,
00
0

R2
R3

R4
R5

道
路

関
係

補
助

予
算

の
推

移
改
築
補
助

メ
ン
テ
補
助
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道
路
メン
テ
ナ
ンス
事
業
補
助
制
度
の
⾒
直
し

○
⾃
治
体
に
お
け
る
ライ
フサ
イク
ル
コス
トを
意
識
した
⽼
朽
化
対
策
及
び
新
技
術
を
活
⽤
した
効
率
化
等
を
推
進
す
る
た
め
、道

路
メン
テ
ナ

ンス
事
業
補
助
制
度
に
お
い
て
、⻑

寿
命
化
修
繕
計
画
に
「集
約
・撤
去
や
新
技
術
等
の
活
⽤
に
関
す
る
短
期
的
な
数
値
⽬
標
及
び
その
コ

ス
ト縮

減
効
果
」を
定
め
る
こと
を
補
助
の
要
件
とす
る
⾒
直
しを
実
施
。

制
度
概
要

対
象
構
造
物

道
路
の
点
検
結
果
を
踏
ま
え
策
定
さ
れ
る
⻑
寿
命
化
修
繕
計
画
に
基
づ
き
実
施
さ
れ
る

道
路
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業
に
対
し
、
計
画
的
か
つ
集
中
的
な
⽀
援
を
実
施
す
る
も
の

国
費
︓
５
．
５
／
１
０
×
δ

（
δ︓
財
政
⼒
指
数
に
応
じ
た
引
上
率
）

橋
梁
、
ト
ン
ネ
ル
、
道
路
附
属
物
等
（
横
断
歩
道
橋
、
シ
ェ
ッ
ド
、
⼤
型
カ
ル
バ
ー
ト
、
⾨
型
標
識
）

対
象
事
業

修
繕
、
更
新
、
撤
去
※


地
⽅
公
共
団
体
は
、⻑

寿
命
化

修
繕
計
画
（
個
別
施
設
計
画
）

を
策
定


橋
梁
、ト
ン
ネ
ル
、道

路
附
属
物

等
の
個
別
施
設
毎
に
記
載
され

た
計
画
に
位
置
づ
け
られ
た
道
路
メン

テ
ナ
ンス
事
業
を
⽀
援※
撤
去
は
集
約
に
伴
う
構
造
物
の
撤
去
や
横
断
す
る
道
路
施
設
等
の
安
全
の
確
保
の
た
め
の
構
造
物
の
撤
去
、
治
⽔
効
果
の
⾼
い
橋
梁
の

撤
去
を
実
施
す
る
も
の

※
修
繕
、
更
新
、
撤
去
の
計
画
的
な
実
施
に
あ
た
り
必
要
と
な
る
点
検
、
計
画
の
策
定
及
び
更
新
を
含
む

※
集
約
・
撤
去
や
新
技
術
等
の
活
⽤
に
関
す
る
短
期
的
な
数
値
⽬
標
及
び
そ
の
コ
ス
ト
縮
減
効
果
を

⻑
寿
命
化
修
繕
計
画
に
定
め
る
こ
と
を
要
件
化
（
令
和
8年

度
か
ら
の
措
置
）

⻑
寿
命
化
修
繕
計
画

○
○
市

道
路
附
属
物
等

⻑
寿
命
化
修
繕
計
画

【個
別
施
設
計
画
】

○
○
市

トン
ネ
ル

⻑
寿
命
化
修
繕
計
画

【個
別
施
設
計
画
】

○
○
市

橋
梁

⻑
寿
命
化
修
繕
計
画

【個
別
施
設
計
画
】

記
載
内
容

・
老

朽
化

対
策

方
針

・
新

技
術

活
用

方
針

・
費

用
縮

減
方

針
・
集

約
・
撤

去
や

新
技
術

等
の
活

用
に
関

す
る
短

期
的

な
数

値
目

標
及

び
そ
の

コ
ス
ト
縮

減
効

果
・
施

設
名

・
延

長
・
判

定
区

分
・
点

検
・
修

繕
実

施
年
度

・
修

繕
内

容
・
対

策
費

用
等

記
載
内
容

・
老

朽
化

対
策

方
針

・
新

技
術

活
用

方
針

・
費

用
縮

減
方

針
・
集

約
・
撤

去
や

新
技
術

等
の
活

用
に
関

す
る
短

期
的

な
数

値
目

標
及

び
そ
の

コ
ス
ト
縮

減
効

果
・
施

設
名

・
延

長
・
判

定
区

分
・
点

検
・
修

繕
実

施
年
度

・
修

繕
内

容
・
対

策
費

用
等

記
載
内
容

・
老

朽
化

対
策

方
針

・
新

技
術

活
用

方
針

・
費

用
縮

減
方

針
・
集

約
・
撤

去
や

新
技
術

等
の
活

用
に
関

す
る
短

期
的

な
数

値
目

標
及

び
そ
の

コ
ス
ト
縮

減
効

果
・
施

設
名

・
延

長
・
判

定
区

分
・
点

検
・
修

繕
実

施
年
度

・
修

繕
内

容
・
対

策
費

用
等

国
費
率

事
業
イメ
ー
ジ

令
和
５
年
度
政
府
案
：
２
，
２
４
５
億
円
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砂
浜
の
保
全
・
再
生
を
推
進
す
る
た
め
の
取
組

【
海
岸
事
業
】

砂
浜

幅
：
3
0
m
→

う
ち
あ
げ
高
：約

0.
7
m
※

砂
浜

幅
：
1
0
m
→

う
ち
あ
げ
高
：
約
1
.4
m
※

打
上

高
増

※
海

底
勾

配
1
/
2
0
、
波

高
2
m
、
周

期
9
sの

波
浪

条
件

を
固

定

現
状

砂
浜

幅
減

少
・
消

失

○
気

候
変

動
等

の
影

響
に
よ
る
被

災
リ
ス
ク
の

増
大

に
対

応
す
る
た
め
に
は

、
波

の
減

衰
効

果
等

を
有

す
る
砂

浜
の

保
全

・
再

生
を
図

る
こ
と
は

喫
緊

の
課

題
。

○
砂

浜
の

保
全

・
再

生
に
向

け
て
、
砂

浜
の

海
岸

保
全

施
設

へ
の

指
定

を
促

進
し
、
侵

食
被

害
に
対

し
て
気

候
変

動
等

の
予

測
を
踏

ま
え
た
砂

浜
管

理
へ

の
転

換
を
図

り
、
事

業
間

の
連

携
を
促

し
対

策
を
推

進
す
る
た
め
、
防

災
・
安

全
交

付
金

等
の

更
な
る
重

点
化

を
図

る
。

1
9
7
0
年

2
0
2
2
年

砂
浜
が
消
失

（
消

波
ブ
ロ
ッ
ク
で
代

替
）

2
0
0
8
年

高
波

災
害

高
波
に
よ
る
越
波
・
浸
水
状
況

読
売

新
聞

社
撮

影
・
提

供

下
新

川
海

岸

（
死

傷
者

1
6
名

、

建
物

全
･
半

壊
5
7
棟

、

床
上

･
床

下
浸

水
1
6
4
棟

）

広
い
砂

浜
が

存
在

・
砂
浜
は
波
の
減
衰
機
能
等
を
有
す
る
が
、
日
本
の
砂
浜
は
侵
食
に
よ
り
徐
々
に
減
少
。

・
気

候
変

動
の

影
響

に
よ
る
海

面
水

位
の

上
昇

に
よ
っ
て
も
砂

浜
の

６
～

８
割

が
消

失
す
る
可
能
性
。
さ
ら
に
、
台
風
の
強
大
化
に
よ
り
被
災
リ
ス
ク
が
増
大
。

【
背

景
】
：
気

候
変

動
の

影
響

に
伴

う
被

災
リ
ス
ク
の

増
大

【
対

策
】
：
砂

浜
の

保
全

・
再

生
の

推
進

・
砂
浜
の
海
岸
保
全
施
設
へ
の
指
定

を
促

進
し
、
事

後
的

な
対

応
で
は

な
く
、

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
充
実
す
る
な
ど
気
候

変
動
等
の
予
測
を
重
視
し
た
砂
浜
管

理
へ
の
転
換
が
必
要
で
あ
る
。

・
効
率
的
に
砂
浜
の
保
全
・
再
生
を
実

施
す
る
た
め
、
総
合
的
な
土
砂
管
理

や
事

業
間

連
携

に
よ
る
養

浜
材

の
確

保
を
計
画
的
に
行
う
必
要
が
あ
る
。

防
災

・
安

全
交

付
金

等
に
お
い
て
特

に
重

点
配

分
す
る
対

象
事

業

砂
浜
を
海
岸
保
全
施
設
に
指
定
済
み
で
あ
る
又
は
指
定
を
予
定
し
て
い
る
海

岸
※
に
お
い
て
実
施
す
る
海
岸
堤
防
等
の
整
備

※
海
岸
保
全
施
設
と
は
、
海
岸
法
で
定
め
る
海
岸
保
全
区
域
内
に
あ
る
堤
防
、
突
堤
、
護
岸
、
胸
壁
、
離

岸
堤
、
砂
浜
そ
の
他
海
水
の
侵
入
又
は
海
水
に
よ
る
侵
食
を
防
止
す
る
た
め
の
施
設

※
津
波
災
害
警
戒
区
域
等
の
指
定
が
行
わ
れ
て
い
る
地
域
の
海
岸

漁
港
・
港
湾

河
川

ダ
ム

砂
防

そ
の
他

公
共
工
事
等

総
合

的
な
土

砂
管

理
等

に
よ
る

養
浜

材
の

確
保

イ
メ
ー
ジ

＜
要

件
＞

・
養

浜
を
実

施
す
る
場

合
は

、
総

合
的

な
土

砂
管

理
や

事
業

間
連

携
に
よ
る
養

浜
材

の
確

保
を
計

画
的

に
行

う
た
め
、
関

係
機

関
と
連

携
し
、
河

川
、
ダ
ム
、
港

湾
、

漁
港

等
か

ら
発

生
す
る
土

砂
を
有

効
活

用
す
る
こ
と
が

【
社

会
資

本
総

合
整

備
計

画
】
【
農

山
漁

村
地

域
整

備
計

画
】
に
示

さ
れ

て
い
る
こ
と

等
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流
域

治
水

の
推

進
（

特
定

都
市

河
川

へ
の

指
定

の
促

進
）

○
「流
域
治
⽔
」の
考
え
⽅
に
基
づ
く⽔
害
に
強
い
地
域
づ
くり
の
早
期
実
現
を
達
成
す
る
た
め
、新

た
に
流
域
⽔
害
対
策
計
画
の
策
定
を

⽀
援
す
る
こと
で
特
定
都
市
河
川
へ
の
指
定
を
促
す
とと
も
に
、指

定
地
域
に
お
け
る
浸
⽔
対
策
等
を
重
点
的
に
⽀
援
。

特
定
都
市
河
川
指
定

（
国
管
理
区
間
有
︓
⼤
⾂
指
定
、

国
管
理
区
間
無
︓
知
事
指
定
）

流
域
⽔
害
対
策
協
議
会
の
設
置

（
構
成
員
︓
河
川
管
理
者
、下

⽔
道
管
理
者
、

都
道
府
県
、市

町
村
等
）

流
域
⽔
害
対
策
計
画
の
策
定
（
※
）

※
対
策
の
⽬
標
とな
る
降
⾬
量
を定

め
る
とと
も
に
、河

川
整
備
や
浸
⽔

被
害
防
⽌
区
域
の
指
定
の
⽅
針
等
、概

ね
20
〜
30
年
間
の
間
に
実

施
す
る
取
組
を
定
め
る

流
域
⽔
害
対
策
計
画
に
基
づ
い
た
取
組
を
実
施

（
河
川
整
備
、浸

⽔
被
害
防
⽌
区
域
・貯
留
機
能
保
全
区
域
の
指
定
、

⾬
⽔
貯
留
浸
透
施
設
の
整
備

等
）

【特
定
都
市
河
川
指
定
等
の
プ
ロセ
ス
】

特
定
都
市
河
川
浸
⽔
被
害
対
策
法
が
改
正
（
令
和
３
年
11
⽉
1⽇

施
⾏
）
され
た
こと
に
よ
り、

特
定
都
市
河
川
の
指
定
要
件
に
、
「市
街
化
の
進
展
に
よ
り河

川
整
備
で
被
害
防
⽌
が
困
難
な
河

川
」に
加
え
、
「⾃
然
的
条
件
に
よ
り被

害
防
⽌
が
困
難
な
河
川
」 ※
を
追
加
。

＜
特
定
都
市
河
川
指
定
の
全
国
へ
の
拡
⼤
＞

※
バ
ック
ウォ
ー
ター
現
象
の
お
それ

が
あ
る
河
川
、狭

窄
部
の
上
流
の
河
川
等

全
国
の
河
川
が
【特
定
都
市
河
川
】と
して
指
定
可
能

⼟
地
の
利
⽤
規
制
を
含
め
た
総
合
的
な
治
⽔
対
策
を
加
速
化
させ
る
た
め
、新

た
に
都
道

府
県
に
よ
る
流
域
⽔
害
対
策
計
画
の
策
定
を
⽀
援
す
る
こと
で
、特

定
都
市
河
川
へ
の
指
定

を
促
す
とと
も
に
、流

域
⽔
害
対
策
計
画
に
位
置
付
け
られ

た
貯
留
浸
透
対
策
・⼟
地
利
⽤

規
制
等
と⼀

体
的
に
⾏
うハ
ー
ド対

策
に
つ
い
て
、予

算
を
重
点
措
置
。

＜
特
定
都
市
河
川
指
定
の
事
例
（
⼤
和
川
⽔
系
⼤
和
川
（
奈
良
県
）
）
＞

特
定
都
市
河
川
浸
⽔
被

害
対
策
法
の
改
正
後
、全

国
初
とな
る
特
定
都
市
河

川
の
指
定
。

流
域
治
⽔
整
備
事
業
に

よ
り、
遊
⽔
地
の
整
備
や
河

道
掘
削
等
を
集
中
的
に
実

施
。

令
和
５
年
度
政
府
案
：
７
３
億
円

＜
特
定
都
市
河
川
の
指
定
状
況
（
全
国
11
⽔
系
を
指
定
）
＞

（
凡
例
） 特
定
都
市
河
川

特
定
都
市
河
川
流
域

特
定
都
市
河
川
（
流
域
治
⽔
関
連
法
施
⾏
後
）

特
定
都
市
河
川
流
域
（
流
域
治
⽔
関
連
法
施
⾏
後
）

※
令
和
４
年
７
⽉
時
点
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防
災

・
減

災
対

策
を

高
度

化
・

効
率

化
す

る
デ

ジ
タ

ル
技

術
の

活
用

○
情
報
分
野
で
の
流
域
治
⽔
を
加
速
化
す
る
た
め
、流

域
情
報
等
の
オ
ー
プ
ンデ
ー
タの
拡
充
、サ
イバ
ー
空
間
上
の
実
証
実
験
基
盤
な

ど、
イノ
ベ
ー
シ
ョン
を
促
進
す
る
取
組
を
推
進
す
る
。

。
流
域
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
拡
充
・質
の
向
上

サ
イ
バ
ー
空
間
上
の
実
証
実
験
基
盤
の
整
備

■
「使
い
や
す
い
」デ
ー
タ
の
提
供

■
リア
ル
タ
イ
ム
デ
ー
タ
の
拡
充

■
実
績
デ
ー
タ
の
拡
充
・U
I改
良

■
伝
送
系
の
冗
⻑
化
・合
理
化

異
な
る
デ
ー
タセ
ット
間
で
フォ
ー
マ
ット
を
統

⼀
す
る
こと
で
、⼆

次
利
⽤
を
容
易
とす
る
。

浸
⽔
検
知
・越
⽔
検
知
等
、リ
ア
ル
タイ
ム
配
信
デ
ー

タの
拡
充
を
図
り、
併
せ
て
⺠
間
等
が
有
す
る
情
報
の

リア
ル
タイ
ム
提
供
を
受
け
る
枠
組
み
を
構
築
。

新
た
に
地
上
レ
ー
ダ⾬

量
を
提
供
す
る
な
どの
提
供

デ
ー
タの
拡
充
や
Ｄ
Ｂ
の
Ｕ
Ｉ
改
良
を
実
施
。

既
存
の
伝
送
系
を
合
理
化
す
る
とと
も
に
、効

率
性

向
上
と脆

弱
性
対
策
及
び
冗
⻑
化
を
図
る
。

官
・⺠
様
々
な
管
理
者
が
有
す
る
リア
ル
タイ
ム
デ
ー
タを
災
害
時
も
含
め
て
安
定

的
に
配
信
す
る
体
制
を
構
築
す
る
。ま
た
、幅

広
い
実
績
デ
ー
タを
使
い
や
す
い

形
式
で
提
供
す
る
こと
で
、⺠

間
企
業
や
研
究
機
関
に
よ
る
予
測
技
術
等
の
技

術
開
発
等
を
促
進
し、
流
域
防
災
・減
災
対
策
に
資
す
る
技
術
・サ
ー
ビス
の
⾼

度
化
、普

及
拡
⼤
を
⽬
指
す
。

3次
元
地
形
ﾃﾞ
ｰﾀ
、

3次
元
管
内
図
、

地
質
・⼟
壌
ﾃﾞ
ｰﾀ
、

降
⾬
（
実
測
・予
測
）
ﾃﾞ
ｰﾀ

⽔
位
実
測
ﾃﾞ
ｰﾀ
、

衛
星
観
測
ﾃﾞ
ｰﾀ

気
候
変
動
予
測
ﾃﾞ
ｰﾀ
、

⼟
地
利
⽤
ﾃﾞ
ｰﾀ
、

⽔
害
ﾘｽ
ｸﾏ
ｯ嶅

等

リス
ク・
対
策
効
果
の
⾒
え
る
化

→
流
域
治
⽔
の
対
策
⽴
案
や
地
域
合

意
形
成
等
に
活
⽤

サ
イバ
ー
空
間
に
流
域
を
再
現
し、
気
候
変
動
・流
域
関
連
の
各
種
デ
ー
タと
演
算
・評
価
機

能
を
組
み
合
わ
せ
た
実
証
実
験
基
盤
を
整
備
す
る
こと
で
、洪

⽔
予
測
や
対
策
効
果
の
｢⾒

え
る
化
｣等
の
技
術
開
発
を
促
進
。ま
た
、基

盤
に
集
約
した
各
種
デ
ー
タを
⺠
間
企
業
等
と

も
共
有
し流

域
防
災
技
術
の
開
発
実
装
を
推
進
。

実
証
試
験
基
盤
に
よ
る
オ
ー
プ
ンイ
ノベ
ー
シ
ョン
の
加
速

→
基
盤
に
集
約
した
各
種
デ
ー
タを
⺠
間
企
業
等
とも
共
有
し

流
域
防
災
技
術
の
開
発
実
装
を
推
進

流
域
関
連
デ
ー
タを
取
り込

み
サ
イバ
ー
空
間
に
流
域
を
再
現

■
リ
ア
ル
タ
イ
ム
デ
ー
タ
の
提
供

■
実

績
デ
ー
タ
の
提
供

令
和
５
年
度
政
府
案
：
７
１
億
円

サ
イ
バ
ー
空
間
上
の
実
証
試
験
基
盤

（
デ
ジ
タ
ル

テ
ス
ト
ベ
ッ
ド
）
の

イ
メ
ー
ジ
図
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気
象
観
測
・
予
測
の
強
化
等
の
取
組
を
実
施
し
、
線
状
降
⽔
帯
に
よ
る
⼤
⾬
等
の
予
測
精
度
向
上
と
と
も
に
、
予
測
精
度
を
踏
ま
え
た
防
災

気
象
情
報
の
改
善
を
段
階
的
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国
⺠
ひ
と
り
ひ
と
り
に
危
機
感
を
伝
え
、
防
災
対
応
に
つ
な
げ
て
い
く
。

線
状
降
⽔
帯
の
予
測
精
度
向
上
を
着
実
に
推
進
し
、
予
測
精
度
を
踏
ま
え
た
防
災
気
象
情
報
を
段
階
的
に
改
善
す
る
た
め
、
⼤
気
の
３
次
元

観
測
機
能
な
ど
最
新
技
術
を
導
⼊
し
た
次
期
静
⽌
気
象
衛
星
等
に
よ
る
観
測
の
強
化
と
と
も
に
、
気
象
庁
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
強
化

や
予
測
技
術
の
開
発
等
を
早
急
に
進
め
る
。

概
要

線
状
降
水
帯
の
予
測
精
度
向
上
等
に
向
け
た
取
組
の
強
化
等

順 次 成 果 を 反 映

計
画

効
果

令
和
５
年
度
政
府
案
：
１
４
２
億
円

令
和
４
年
度
第
２
次
補
正
予
算
（
デ
ジ
タ
ル
庁
込
み
）
：
６
６
４
億
円
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国
⼟
交
通
デ
ー
タ
プ
ラ
ット
フォ
ー
ム
を
活
⽤
した
防
災
・減
災
の
取
組

〇
i-C

on
st

ru
ct

io
nの

取
組

で
得

ら
れ

る
B

IM
/C

IM
等
デ
ー
タ
や
官
民
が
保
有
す
る
様
々
な
技
術
や
デ
ジ
タ
ル
デ
ー
タ
等
と
連
携
し
一

元
的
に
検
索
・
表
示
・
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
を
可
能
と
す
る
国
土
交
通
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
整
備
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
。

○
国
土
交
通
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
か
ら
得
ら
れ
る
デ
ー
タ
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
防
災
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
や
維
持
管
理
の
高
度
化

等
を
効
率
的
に
実
施
。

事
業

概
要

・
目

的

○
デ

ジ
タ

ル
ツ

イ
ン

の
実

現

国
土

交
通

省
は

、
保

有
す

る
多

く
の

デ
ー

タ
と

民
間

等
の

デ
ー

タ
を

連
携

し
、

S
o
c
i
e
t
y

5
.
0
が

目
指

す
フ

ィ
ジ

カ
ル

（
現

実
）

空
間

を
サ

イ
バ

ー
(
仮

想
)
空

間
に

再
現

す
る

デ
ジ

タ
ル

ツ
イ

ン
に

よ
り

、
業

務
の

効
率

化
や

ス
マ

ー
ト

シ

テ
ィ

等
の

国
土

交
通

省
の

施
策

の
高

度
化

、
産

学
官

連
携

に
よ

る
イ

ノ
ベ

ー

シ
ョ

ン
の

創
出

を
目

指
し

、
３

次
元

デ
ー

タ
視

覚
化

機
能

、
デ

ー
タ

ハ
ブ

機
能

、

情
報

発
信

機
能

を
有

す
る

「
国

土
交

通
デ

ー
タ

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

」
の

構
築

を
進
め
て
い
る
。
（
令
和
2
年
4
月
2
4
日
一
般
公
開
開
始
）

国
土

交
通

デ
ー

タ
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
は

、
デ

ー
タ

戦
略

タ
ス

ク
フ

ォ
ー

ス

第
一

次
と

り
ま

と
め

（
R
2
.
1
2
.
2
1
デ

ジ
タ

ル
・

ガ
バ

メ
ン

ト
閣

僚
会

議
決

定
）

に
も
記
載
さ
れ
て
い
る
。

令
和
５
年
度
の
取
組
は
、
以
下
が
実
施
項
目
で
あ
る
。

・
デ

ー
タ

利
活

用
促

進
に

向
け

た
機

能
向

上
に

係
る

検
討

や
ユ

ー
ス

ケ
ー

ス
発

掘
の
実
施

・
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
運
営
モ
デ
ル
に
関
す
る
検
討

・
他
省
庁
や
自
治
体
、
民
間
等
の
デ
ー
タ
に
つ
い
て
更
な
る
連
携
拡
大

・
防

災
・
減

災
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
や

維
持

管
理

の
高

度
化

等

令
和
５
年
度
政
府
案
：
０
．
９
億
円

令
和
４
年
度
第
２
次
補
正
予
算
：
１
．
２
億
円

（
※
）
デ
ジ
タ
ル
庁
⼀
括
計
上
分
を
含
む
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19
,0

25
 

18
,8

88
 

18
,9

89
 

19
,0

90
 

19
,2

09
 

19
,2

96
 

4,
50

4 
4,

43
9 

4,
39

5 
4,

42
8 

4,
44

4 
4,

45
7 

23
,5

29
 

23
,3

27
 

23
,3

84
 

23
,5

18
 

23
,6

53
 

23
,7

53
 

13
,0

00

15
,0

00

17
,0

00

19
,0

00

21
,0

00

23
,0

00

25
,0

00

30
年

度
元

年
度

2年
度

3年
度

4年
度

5年
度

(案
）

地
⽅

整
備

局
北

海
道

開
発

局

地
⽅

整
備

局
等

の
執

⾏
体

制
の

強
化

定
員

数
（

⼈
）

＋
10

0⼈

地
方
整
備
局
等
の
執
行
体
制
の
強
化

○
⼤

規
模

⾃
然

災
害

か
ら

の
復

旧
・

復
興

や
⾃

然
災

害
発

⽣
時

に
お

け
る

Ｔ
Ｅ

Ｃ
－

Ｆ
Ｏ

Ｒ
Ｃ

Ｅ
の

被
災

⾃
治

体
へ

の
派

遣
に

加
え

、
地

域
の

防
災

・
減

災
、

国
⼟

強
靱

化
の

取
組

の
推

進
を

図
る

観
点

か
ら

地
⽅

整
備

局
及

び
北

海
道

開
発

局
の

執
⾏

体
制

を
強

化
。

地
⽅

整
備

局
及

び
北

海
道

開
発

局
合

わ
せ

て
１

０
０

⼈
の

純
増

。
地

⽅
整

備
局

＋
８

７
⼈

北
海

道
開

発
局

＋
１

３
⼈

Ｔ
Ｅ
Ｃ
－
Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｅ
と
は

○
⼤

規
模

⾃
然

災
害

へ
の

備
え

と
し

て
、

迅
速

に
⾃

治
体

等
へ

の
⽀

援
が

⾏
え

る
よ

う
、

平
成

20
年

4⽉
に

Ｔ
Ｅ

Ｃ
－

Ｆ
Ｏ

Ｒ
Ｃ

Ｅ
（

緊
急

災
害

対
策

派
遣

隊
）

を
創

設
。

○
こ

れ
ま

で
12

8の
災

害
に

対
し

て
の

べ
約

13
万

5千
⼈

・
⽇

の
隊

員
を

派
遣

し
、

被
災

⾃
治

体
を

⽀
援

。
令

和
4年

4⽉
時

点
で

隊
員

数
は

約
1万

5千
⼈

。

主
な

活
動

内
容

※
T

E
C

-F
O

R
C

E
（T

ec
hn

ic
al

 E
m

er
ge

nc
y 

C
on

tr
ol

 F
O

R
C

E）
：
緊
急
災
害
対
策
派
遣
隊

ド
ロ

ー
ン

に
よ

り
⽴

⼊
困

難
な

エ
リ

ア
を

迅
速

に
調

査
（

令
和

4年
8⽉

3⽇
か

ら
の

⼤
⾬

⻘
森

県
中

泊
町

）
道

路
の

被
災

状
況

調
査

（
令

和
4年

台
⾵

第
14

号
宮

崎
県

椎
葉

村
）
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国
際

コ
ン
テ
ナ
戦

略
港

湾
等

の
機

能
強

化

○
国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
に
寄
港
す
る
国
際
基
幹
航
路
の
維
持
・拡

大
を
図
り
、
我
が
国
立
地
企
業
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

を
安
定
化
す
る
こ
と
等
を
通
じ
て
、
我
が
国
産
業
の
国
際
競
争
力
を
強
化
す
る
た
め
、

①
船
舶
の
大
型
化
に
対
応
し
た
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整
備
等
を
集
中
的
に
実
施
。

②
港
湾
業
務
の
自
動
化
・省

力
化
や
物
流
手
続
の
電
子
化
を
通
じ
た
生
産
性
向
上
を
促
進
。

大
水
深
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
の
整
備
の
推
進

令
和
５
年
度
政
府
案
：
５
７
４
億
円

大
阪

港

[北
港

南
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
C
1
0
～

1
2
）

(水
深

1
5
～

1
6
m

) 

臨
港

道
路

等

神
戸

港

大
阪

湾
岸

道
路

西
伸

部

（
六

甲
ア

イ
ラ

ン
ド

北
～

駒
栄

）

[ポ
ー

ト
ア

イ
ラ

ン
ド

(第
Ⅱ

期
)地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
P
C
1
3
～

1
8
）

(水
深

1
5
～

1
6
m

) 
等

[六
甲

ア
イ

ラ
ン

ド
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
R
C
6
,R

C
7
）

(水
深

1
6
m

) 
等

[南
本

牧
ふ

頭
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
M

C
3
,M

C
4
）

(水
深

1
8
m

) 
等

[新
本

牧
ふ

頭
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

再
編

整
備

事
業

（
S
H
1
,S

H
2
）

(水
深

1
8
m

)、

臨
港

道
路

等[本
牧

ふ
頭

地
区

]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

再
編

整
備

事
業

（
D
5
,B

C
間

）
(水

深
1
6
m

)、

（
C
D
）

(水
深

7
.5

m
)、

臨
港

道
路

等

[南
本

牧
～

山
下

ふ
頭

地
区

]

臨
港

道
路

整
備

事
業

臨
港

道
路

【
M
C
1
～
M
C
4
の
一
体
運
営
に
よ
る
利
便
性
・
生
産
性
の
向
上
】

・
バ
ー
ス
や
荷
役
機
械
の
相
互
融
通

・
タ
ー
ミ
ナ
ル
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
の
共
通
化

横
浜

港

（
出

典
）
国

土
交

通
省

資
料

を
基

に
作

成

港
湾
業
務
の
自
動
化
・省

力
化

Ｐ
Ｓ
カ
ー
ド
に
よ
る
ゲ
ー
ト
処
理
の

効
率
化
・
非
接
触
化

コ
ン
テ
ナ
輸
送
の
効
率
化

A
I等

の
活
用
に
よ
る

タ
ー
ミ
ナ
ル
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
高
度
化

遠
隔
操
作
R
T
G
の
導
入

（
出

典
）
国

土
交

通
省

資
料

を
基

に
作

成

物
流
手
続
の
電
子
化

【サ
イ
バ
ー
ポ
ー
ト
（港

湾
物
流
）】

書
類

間
の

情
報

連
携

・
サ
イ
バ
ー
ポ
ー
ト
（R

3年
度
か
ら
運
用
開
始
）の

利
用
に
よ
り
物
流
手
続
が
電
子
化

さ
れ
、
物
流
事
業
者
等
の
書
類
の
作
成
・送

信
等
に
要
す
る
時
間
が
大
幅
に
削
減
。

・
商
流
・金

融
分
野
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
の
連
携
等
に
よ
り
、
さ
ら
な
る
利
便
性
の

向
上
を
図
る
。

（
出

典
）
国

土
交

通
省

資
料

を
基

に
作

成

遠
隔
操
作
ガ
ン
ト
リ
ー

ク
レ
ー
ン
の
開
発
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⾼
速
道
路
に
お
け
る
⾃
動
運
転
普
及
や
脱
炭
素
化
の
推
進
（
補
助
事
業
の
創
設
）

○
⾼
速
道
路
内
に
お
け
る
⾃
動
運
転
の
普
及
や
脱
炭
素
化
の
推
進
の
た
め
、⾃

動
運
転
⾞
両
拠
点
施
設
（
⾃
動
運
転
⾞
両
と⼀

般
⾞
両

の
積
み
替
え
施
設
、ト
ラッ
クド
ライ
バ
ー
の
交
代
要
員
待
機
・休
憩
施
設
）
や
EV
充
電
施
設
な
ど、
利
⽤
者
利
便
の
向
上
や
物
流
⽣
産
性

向
上
な
どに
資
す
る
機
能
⾼
度
化
施
設
と⼀

体
とな
って
整
備
され
る
駐
⾞
場
施
設
（
「特
定
駐
⾞
場
施
設
」）
の
整
備
を
⽀
援
す
る
補
助

事
業
を
創
設
。

令
和
５
年
度
政
府
案
：

０
．
０
１
億
円

事
業

ス
キ
ー
ム

■
国

か
ら

高
速

道
路

機
構

へ
の

補
助

（
会

社
の

調
達

利
子

補
給

分
を

機
構

か
ら

会
社

に
対

し
て

無
利

子
貸

付
）

■
支

援
対

象
は

、
機

能
高

度
化

施
設

と
一

体
と

な
っ

て
整

備
さ

れ
る

駐
車

場
施

設
（

特
定

駐
車

場
施

設
）

高
速
道
路
SA

・
PA

（
例
）
EV

充
電
施
設

（
例
）
自
動
運
転
車
両
の
拠
点
施
設

＜
機
能
高
度
化
施
設
の
具
体
例
＞

特
定

駐
車

場
施

設
イ
メ
ー
ジ
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整
備

新
幹

線
の

着
実

な
整

備
令
和
５
年
度
政
府
案

整
備
新
幹
線
整
備
事
業
費
補
助
：
８
０
４
億
円

北
陸
新
幹
線
事
業
推
進
調
査
：
１
２
億
円

既
設
新
幹
線
開
業
区
間

整
備
新
幹
線
開
業
区
間

建
設
中
区
間

未
着
工
区
間
等

凡
例

○
そ
の

主
た
る
区

間
を
列

車
が

時
速

２
０
０
km

以
上

の
高

速
で
走

行
で
き
る
幹

線
鉄

道
。

○
（
独

）
鉄

道
建

設
・
運

輸
施

設
整

備
支

援
機

構
が

建
設

・
保

有
し
、
営

業
主

体
（
JR
）
に
対

し
施

設
を
貸

付
け
（
上

下
分

離
方

式
）
。

北
海
道
新
幹
線

青
森

‐札
幌
間

東
北
新
幹
線

盛
岡

‐青
森
間

北
陸
新
幹
線

東
京

‐大
阪
間

九
州
新
幹
線
（
鹿
児
島
ル
ー
ト
）

福
岡

‐鹿
児
島
間

九
州
新
幹
線
（
西
九
州
ル
ー
ト
）

福
岡

‐長
崎
間

整
備

新
幹

線
と
は

、
「
全

国
新

幹
線

鉄
道

整
備

法
」
に
基

づ
く
昭

和
４
８
年
の

「
整

備
計

画
」
に
よ
り
整

備
が

行
わ

れ
て
い
る
以

下
の

５
路

線
の

こ
と
を
い
う
。

【
事

業
費

の
増

加
に
つ
い
て
】

北
陸
新
幹
線

（
⾦
沢
・敦
賀
間
）

認
可

額
１
１
，
８
５
８

増
加

額
（
Ｈ
31
.3
）

＋
２
，
２
６
３

増
加

額
（
Ｒ
2.
12

）
＋

２
，
６
５
８

九
州
新
幹
線

（
武
雄
温
泉
・⻑
崎
間
）

認
可

額
５
，
０
０
９

増
加

額
（
Ｈ
31
.4
）

＋
１
，
１
８
８

（
億
円
）

大
宮

東
京

長
崎

博
多

八
戸

新
青

森

新
函

館
北
斗

札
幌

長
野

高
崎

敦
賀金

沢

大
阪

新
潟

盛
岡

新
鳥

栖
武

雄
温

泉

新
八

代

鹿
児

島
中
央

平
成

９
年

１
０

月
開

業

九
州

新
幹

線
（

鹿
児

島
ル

ー
ト

）

平
成

２
３

年
３

月
開

業

九
州

新
幹

線
（

西
九

州
ル

ー
ト

）

○
武
雄
温

泉
･
長

崎
間

<
6
6
k
m
>

平
成

１
６

年
３

月
開

業

○
新
函
館
北
斗
・
札
幌
間

北
海
道
新
幹
線

令
和

12
年
度
末
完
成
予
定

〈
2
1
2
k
m
〉

東
北
新
幹
線

平
成

２
２

年
１

２
月

開
業

平
成

１
４

年
１

２
月

開
業

北
陸
新
幹
線

〈
2
4
0
k
m
〉

○
長
野
･ 金

沢
間

令
和

５
年

度
末

完
成

に
向

け
て

最
大

限
努

力

〈
1
1
3
k
m〉

○
金
沢
･敦

賀
間

平
成

２
７

年
３

月
開

業平
成

２
８

年
３

月
開

業

○
令
和
５
年
度
の
「
整
備
新
幹
線
整
備
事
業
費
補
助
」
は
、
北
海
道
新
幹
線
（
新
函
館
北
⽃
・
札
幌
間
）
の
事
業
費
増
加
へ
の
対
応
を
含

め
、
整
備
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
の
所
要
額
と
し
て
、
令
和
４
年
度
と
同
額
の
８
０
４
億
円
を
計
上
。

○
ま
た
、
北
陸
新
幹
線
（
敦
賀
・
新
⼤
阪
間
）
に
つ
い
て
、
従
来
、
⼯
事
実
施
計
画
の
認
可
後
に
⾏
っ
て
い
た
調
査
も
含
め
、
施
⼯
上
の

課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
調
査
に
つ
い
て
、
新
た
に
「
北
陸
新
幹
線
事
業
推
進
調
査
」
と
し
て
12
億
円
計
上
。

北
海
道
新
幹
線

（
新
函
館
北
⽃
・札
幌
間
）

認
可

額
１
２
，
３
８
６

増
加

額
（
Ｒ
4.
12

）
＋

６
，
４
４
５

令
和

４
年

９
月

開
業

北
海
道
新
幹
線
（
新
函
館
北
⽃
・札
幌
間
）
の

事
業
費
に
つ
い
て
は
、予

期
せ
ぬ
⾃
然
条
件
へ
の

対
応
、着

⼯
後
の
関
係
法
令
の
改
正
、関

係
者

との
協
議
、資

材
価
格
等
の
⾼
騰
な
どへ
の
対
応

の
た
め
、6
,4
45
億
円
増
加
す
る
⾒
込
み
。

― 23 ―

―  ―0123456789



⇒
中
⼩
事
業
者
等
が
建
築
BI
M
を
活
⽤
す
る
建
築
プ
ロ

ジ
ェク
トに
対
す
る
⽀
援
（
下
図
の
④
）

＜
補
助
対
象
（
補
助
率
）
＞

•
設
計
費
（
定
額
︓
設
計
BI
M
モ
デ
ル
作
成
費
を
上
限
）

•
建
設
⼯
事
費
（
定
額
︓
施
⼯
BI
M
モ
デ
ル
作
成
費
を
上
限
）

※
延
床
⾯
積
規
模
別
の
上
限
あ
り

⇒
建
築
BI
M
の
社
会
実
装
を
加
速
化
す
る
た
め
の
基
盤
を

整
備
す
る
取
組
に
対
す
る
⽀
援
（
下
図
の
①
〜
③
）

＜
補
助
対
象
（
補
助
率
）
＞

①
建
築
BI
M
に
よ
る
建
築
確
認
の
審
査
環
境
整
備
に
資
す
る
取
組

（
定
額
）

②
設
計
・施
⼯
・維
持
管
理
間
の
デ
ー
タ連

携
環
境
整
備
に
資
す
る

取
組
（
定
額
）

③
維
持
管
理
・運
⽤
段
階
の
利
⽤
促
進
に
資
す
る
取
組
（
定
額
）

建
築
B
IM
の
社
会
実
装
の
加
速
化

建
築

生
産

プ
ロ
セ
ス
の

効
率

化
や

建
築

物
の

質
の

向
上

に
資

す
る
建

築
B
IM
（
建

築
物

の
設

計
、
施

工
、
維

持
管

理
に
関

す
る
情

報
を
一

元
化

し
た
3
次

元
デ
ー
タ
）
の

社
会

実
装

を
加

速
化

す
る
た
め
、
中

小
事

業
者

等
が

建
築

B
IM
を
活

用
す
る
建

築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ

の
支

援
を
行

う
と
と
も
に
、
建

築
B
IM
に
よ
る
建

築
確

認
を
可

能
と
す
る
環

境
整

備
等

の
取

組
を
進

め
る
。

建
築
BI
M
活
⽤
総
合
推
進
事
業
（
令
和
５
年
度

3億
円
）

・
維
持
管
理
シ
ス
テ
ム
へ

の
連
携

・
管
理
最
適
化

等

施
工

維
持
管
理
・運

用

維
持
管
理
者

確
認
申
請

完
了
検
査

元
請
⼯
事
業
者

専
⾨
⼯
事
業
者

新
た
な
サ
ー
ビス
の
展
開

・
AI
との
連
携

・
既
存
建
物
の
BI
M
化
等

縦
の

連
携

設
計

組
織
設
計
事
務
所

各
分
野
間
で
の
デ
ー
タ連

携

・ ・

縦
の

連
携

意
匠

構
造

設
備

A社
B社

C社

図
⾯
製
作
事
務
所 ・ ・

・ ・

躯
体

仕
上

設
備

基
礎

D1
社

E1
社

F1
社

G1
社

D2
社

E2
社

F2
社

G2
社

⼀
次
下
請

⼆
次
下
請

三
次
下
請・ ・

・ ・
・ ・

・ ・

横
の

連
携

①
BI
M
に
よ
る
確
認
申
請
を
可
能
に

③
維
持
管
理
・運
⽤
段
階
の
利
⽤
促
進

④
中
⼩
の
設
計
事
務
所
・建
設
業
者
の
BI
M
活
⽤
促
進

横
の

連
携

②
横
断
的
活

⽤
の
円
滑
化

建
築
BI
M
加
速
化
事
業
（
令
和
４
年
度
第
⼆
次
補
正

80
億
円
）

令
和
５
年
度
政
府
案

：
３
億
円

令
和
４
年
度
第
２
次
補
正
予
算

：
８
０
億
円

②
横
断
的
活

⽤
の
円
滑
化

― 24 ―

―  ―0123456789



BI
M
/C
IM
等
の
３
次
元
モ
デ
ル
を
活
⽤
した
建
設
⼯
事
の
推
進

令
和

５
年

度
政

府
案

：
２
億

円
令
和
４
年
度
第
２
次
補
正
予
算
：
３
億
円

○
B
I
M
/
C
I
M
（
B
u
i
l
d
i
n
g
/
C
o
n
s
t
r
u
c
t
i
o
n
 
I
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n
 
M
o
d
e
l
i
n
g
 
M
a
n
a
g
e
m
e
n
t
）

と
は
、
計
画
・
調
査
・
設
計
段
階
か
ら

３
次
元
モ
デ
ル
を
導
入

し
、
そ
の
後
の
施
工
、
維
持
管
理
の
各
段
階
に
お
い
て
も
、

情
報
を
充
実
さ
せ
な
が
ら
こ
れ
を
活
用

し
、

あ
わ
せ
て
事
業
全
体
に
わ
た
る
関
係
者
間
で
情
報
を
共
有
す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
連
の
建
設
生
産
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
受
発
注
者

双
方
の
業
務
効
率
化
・
高
度
化
を
図
る

も
の

３
Ｄ
モ
デ
ル

属
性

情
報

（
発
注

者
）

（
発
注

者
）

３
次
元
モ
デ
ル

（
設
計
レ
ベ
ル
）

３
次
元
モ
デ
ル

（
施
工
レ
ベ
ル
）

３
次
元
モ
デ
ル

（
管
理
レ
ベ
ル
）

３
次
元
モ
デ
ル

（
施
工
完
了
レ
ベ
ル
）

・
発
注
業

務
の

効
率

化
（
自
動
積

算
）

・
違
算
の

防
止

・
工
事
数

量
算

出
（
ロ
ッ
ト
割

）
の
効
率

化

・
起
工
測

量
結

果
・
細
部
の

設
計

（
配
筋
の

詳
細

図
、
現

地
取

り
付
け
等
）

・
干
渉
チ
ェ
ッ
ク
、
設

計
ミ
ス
の

削
減

・
構

造
計

算
、
解

析
・
概

算
コ
ス
ト
比

較
・
構

造
物

イ
メ
ー
ジ
の

明
確

化
・
数
量
の

自
動

算
出

・
点
検
・
補

修
履

歴
・
現

地
セ
ン
サ
ー
（
IC
タ
グ
等

）
と
の
連
動

・
施
工
情

報
（
位

置
、
規

格
、
出

来
形
・
品

質
、
数

量
）

・
維
持
管

理
用

機
器

の
設

定
・
施
設
管

理
の

効
率

化
・
高

度
化

・
リ
ア
ル

タ
イ
ム
変

状
監

視

・
干

渉
チ
ェ
ッ
ク
、
手

戻
り
の

削
減

・
情
報
化

施
工

の
推

進

・
地

形
デ
ー
タ
（
３
次

元
）

・
詳
細
設

計
（
属

性
含
む
）

（
施
工
段

階
で
作

成
す
る
方

が
効
率
的
な
デ
ー
タ
は

概
略
と
す

る
）

・
設
計
変

更
の

効
率

化
・
監
督
・
検

査
の

効
率

化

施
工
（
完
成
時
）

・
現
場
管

理
の

効
率

化
・
施
工
計

画
の

最
適

化
・
安
全
の

向
上

・
設
計
変

更
の

効
率

化

・
完
成
デ
ー
タ
の
精

緻
化

・
高

度
化

維
持
・
管
理

調
査
・
測
量
・
設
計

（
発
注

者
）

・
適

正
な
施

設
更

新
・
３
Ｄ
管

理
モ
デ
ル

の
活

用

【
得

ら
れ

る
効
果

】

【
作

成
・

追
加
す

る
デ

ー
タ

】

【
得

ら
れ

る
効
果

】

【
作

成
・

追
加
す

る
デ

ー
タ

】

【
得

ら
れ

る
効
果

】

【
作

成
・

追
加
す

る
デ

ー
タ

】

【
得

ら
れ

る
効
果

】

【
作

成
・

追
加
す

る
デ

ー
タ

】

【
得

ら
れ

る
効
果

】

【
得

ら
れ

る
効
果

】

【
得

ら
れ

る
効
果

】
【

得
ら

れ
る

効
果

】
・
時

間
軸

（
４
Ｄ
）

【
追

加
す

る
デ
ー

タ
】

施
工
中

B
IM
/
C
IM
を
活
用
し
た
３
次
元
モ
デ
ル
の
連
携
・
段
階
的
構
築

施
工
（
着
手
前
）
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下
水

汚
泥

資
源

の
肥

料
利

用
の

促
進

○
肥
料
成
分
「
リ
ン
」
は
、
ほ
ぼ
全
量
を
輸
入
に
依
存
し
、
輸
入
相
手
国
も
偏
在
し
て
い
る
中
、
肥
料
価
格
高
騰
の
影
響
な
ど
を

受
け
、
食
料
の
安
定
供
給
の
重
要
性
が
改
め
て
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

○
下
水
汚
泥
は
リ
ン
や
窒
素
等
の
資
源
を
含
有
し
て
い
る
た
め
、
農
林
水
産
省
と
緊
密
に
連
携
し
、
汚
泥
肥
料
の
流
通
経
路
の

確
保
、
安
全
性
の

P
R
、
施
設
整
備
の
支
援
、
技
術
開
発
等
を
進
め
、
肥
料
の
国
産
化
・
安
定
供
給
を
図
る
。

下
水

汚
泥

資
源

の
肥

料
利

用

•
昨
今
の
国
際
情
勢
の
変
動
等
に
伴
い
、
肥
料
原
料
の
国
際
価
格
が
高
騰
。

•
下
水
汚
泥
資
源
を
コ
ン
ポ
ス
ト
化
や
リ
ン
回
収
等
に
よ
り
肥
料
利
用
す
る

こ
と
は
農
林
水
産
業
の
持
続
性
に
貢
献
。

肥
料

利
用

拡
大

の
方

向
性

•
現

在
の

肥
料

利
用

は
約

１
割

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

と
こ

ろ
、

今
後

、
農

林
水

産
省

と
緊

密
に

連
携

し
、

肥
料

利
用

を
大

幅
に

拡
大
。

肥
料

利
用

促
進

の
た
め
の

案
件

形
成

支
援

・
技

術
開

発
等

〇
汚

泥
コ
ン
ポ
ス
ト
化

の
推

進

〇
汚
泥
処
理
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の
リ
ン
回
収
の
推
進

【
課

題
】

・
重

金
属

の
含

有
リ

ス
ク

・
流

通
経

路
の

確
保

（
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

イ
メ

ー
ジ

等
）

等

【
対

応
】

・
案

件
形

成
支

援

（
重

金
属

や
肥

料
成

分
分

析
と

需
要

家
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

等
）

・
施

設
整

備
支

援
回

収
リ
ン

コ
ン
ポ
ス
ト

【
課

題
】

・
リ

ン
回

収
施

設
の

コ
ス

ト

・
回

収
リ

ン
成

分
の

バ
ラ

ツ
キ

等

【
対

応
】

・
国

が
主

体
と
な
り
、
実

規
模

レ
ベ
ル

の
実

証
事

業
を
実

施
し
、
技

術
開

発
・

普
及

を
推

進

・
施

設
整

備
支

援
リ
ン
回

収
施

設

農
業
利
用
促
進
に
向
け
た
取
組
イ
メ
ー
ジ

令
和
５
年
度
政
府
案
：
３
７
億
円
の
内
数
等

令
和
４
年
度
第
２
次
補
正
予
算
：
３
０
億
円
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○
地

籍
整

備
が

特
に

遅
れ

て
い

る
都

市
部

に
お

い
て

、
防

災
対

策
、

ま
ち

づ
く
り

等
に

寄
与

す
る

観
点

か
ら

、
民

間
事

業
者

、
地

方
公

共
団

体
等

が
作

成
す

る
地

籍
調

査
以

外
の

測
量

成
果

を
地

籍
整

備
に

活
用

す
る

た
め

、
国

土
調

査
法

第
1
9
条

第
５

項
指

定
申

請
に

必
要

な
測

量
成

果
の

作
成

に
対

す
る

支
援

に
係

る
経

費
。

民
間
等
の
測
量
結
果
の
活
用
促
進

地
籍

調
査

以
外

の
測

量
・
調

査
の

成
果

が
国

土
調

査
法

に
基

づ
く
指

定
（
1
9
条

５
項

）
を

受
け

る
こ

と
に

よ
り

、
地

籍
調

査
と

同
等

の
扱

い

地
籍

調
査

の
実

施
は

不
要

国
土

調
査

法

地
籍

調
査

地
籍

調
査

以
外

の
測

量
・
調

査

成
果

の
認

証
（
１
９
条

２
項

）
成

果
の
認

証
（
１
９
条

２
項

）

成
果

の
指

定
（
１
９
条

５
項

）
成

果
の
指

定
（
１
９
条

５
項

）

土
地

に
関

す
る

様
々

な
測

量
・
調

査
の

成
果

に
つ

い
て

、
地

籍
調

査
と

同
様

に
取

り
扱

え
る

よ
う

国
土

交
通

大
臣

等
が

指
定

す
る

制
度

【
国

土
調

査
法

第
1
9
条

第
５

項
指

定
】

※
 令

和
２

年
の

国
土

調
査

法
改

正
に

よ
り

、
地

籍
調

査
の

実
施

主
体

が
1
9
条

５
項

指
定

申
請

を
代

行
す

る
こ

と
が

で
き

る
制

度
を

新
た

に
導

入

宅
地

開
発

等
民

間
再

開
発

等


都

市
部

に
お

い
て

各
種

測
量

を
行

う
民

間
事

業
者

等
や

、
既

存
測

量
成

果
を

活
用

し
よ

う
と

す
る

地
方

公
共

団
体

等
が

、

積
極

的
に

1
9
条

５
項

指
定

申
請

を
行

え
る

よ
う

、
申

請
に

必
要

な
測

量
・
調

査
に

要
す

る
経

費
に

対
し

、
補

助
金

を
交

付

測
量

成
果

の
更

な
る

活
用

事
業

主
体

：
民

間
事

業
者

、
地

方
公

共
団

体

地
域

要
件

：
人

口
集

中
地

区
又

は
都

市
計

画
区

域

対
象

経
費

：
1
9
条

５
項

指
定

申
請

に
必

要
な

測
量

・
調

査
に

要
す

る
経

費

（
調

査
計

画
等

策
定

、
境

界
情

報
等

整
備

、
成

果
等

作
成

）

補
助

率
：
地

方
公

共
団

体
１

／
２

以
内

※
1
9
条

6
項

に
よ

る
代

行
申

請
の

場
合

は
定

額

民
間

事
業

者
１

／
３

以
内

※
間

接
補

助
の

場
合

、
地

方
公

共
団

体
の

補
助

す
る

額
の

１
／

２
が

限
度

地
籍

整
備

推
進

調
査

費
補

助
金

令
和
５
年
度
政
府
案
：
１
億
円

創
設
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適
正
な
工
期
設
定
等
に
よ
る
働
き
方
改
革
の
推
進

○
令
和
６
年
４
⽉
か
ら
の
罰
則
付
き
時
間
外
労
働
上
限
規
制
の
建
設
業
へ
の
適
⽤
ま
で
残
り
１
年
半
と
迫
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
⻑
時
間
労
働
の
是
正
に
向
け
て

建
設
業
に
お
け
る
働
き
⽅
改
⾰
の
更
な
る
徹
底
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。

○
建
設
業
の
働
き
⽅
改
⾰
の
実
現
に
向
け
て
は
、
⺠
間
の
建
設
投
資
額
が
全
体
の
約
６
割
を
占
め
る
こ
と
か
ら
、
公
共
⼯
事
で
の
取
組
の
徹
底
と
と
も
に
、

⺠
⺠
間
の
建
設
⼯
事
に
お
い
て
も
、
建
設
業
者
が
⾃
ら
の
⽣
産
性
向
上
等
に
取
り
組
み
や
す
い
環
境
整
備
な
ど
、
官
⺠
⼀
体
と
な
っ
た
取
組
の
推
進
が
不
可
⽋
。

②
⽣
産
性
向
上
の
取
組
強
化

働
き
⽅
改
⾰
に
向
け
た
取
組

「
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
⾏
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」
（
p.
58
）
（
R4
.6
.7
閣
議
決
定
）

建
設
業
の
処
遇
改
善
や
働
き
⽅
改
⾰
等
を
通
じ
た
担
い
⼿
の
確
保
と
公
共
⼯
事
の
円
滑
な
施
⼯
確
保
の
た
め
、
建
設
業
に
お
け
る
官
⺠
⼀
体
と
な
っ
た
賃
⾦
引
上
げ
に
向
け
て
、
ダ
ン
ピ
ン
グ

対
策
を
徹
底
し
、
労
務
費
、
原
材
料
費
等
の
取
引
価
格
を
反
映
し
た
適
正
な
請
負
代
⾦
の
設
定
の
徹
底
を
図
る
と
と
も
に
、
20
22
年
度
中
に
市
町
村
ご
と
の
施
⼯
時
期
の
平
準
化
や
⼯
期
の

適
正
化
の
推
進
に
向
け
た
「
平
準
化
カ
ル
テ
」
の
整
備
等
を
⾏
う
。

令
和
５
年
度
政
府
案
：
０
．
４
億
円

「
経
済
財
政
運
営
と
改
⾰
の
基
本
⽅
針
20
19
」
（
p.
23
）
（
R1
.6
.2
1閣

議
決
定
）

建
設
業
に
つ
い
て
は
、
建
設
業
法
及
び
公
共
⼯
事
の
⼊
札
及
び
契
約
の
適
正
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
⼀
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
30
号
）
及
び
公
共
⼯
事
の
品
質
確
保

の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
⼀
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
35
号
）
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
⼯
期
の
適
正
化
に
よ
る
⻑
時
間
労
働
の
是
正
や
社
会
保
険
加
⼊
の
要
件
化
な
ど
の
処
遇

改
善
を
図
る
。

＜
施
策
の
内
容
＞

適
正
な
⼯
期
の
実
現
に
向
け
て
は
、
発
注
者
の
理
解
と
協

⼒
を
得
る
こ
と
に
加
え
て
、
建
設
業
者
に
よ
る
⽣
産
性
向
上

の
⾃
助
努
⼒
が
求
め
ら
れ
る
。

こ
れ
ま
で
、
IC
Tツ

ー
ル
の
活
⽤
等
に
よ
る
⽣
産
性
向
上
の

取
組
事
例
集
の
作
成
・
横
展
開
等
を
⾏
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で

あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
特
に
中
⼩
建
設
企
業
に
つ
い
て
は
、
⽣

産
性
向
上
の
取
組
が
依
然
と
し
て
遅
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

そ
の
課
題
等
に
つ
い
て
更
な
る
調
査
・
検
討
を
⾏
う
と
と
も

に
、
令
和
５
年
度
も
引
き
続
き
⽣
産
性
向
上
に
つ
い
て
事
例

集
の
作
成
等
に
よ
る
横
展
開
を
図
る
。

＜
施
策
の
効
果
＞

建
設
業
の
⽣
産
性
向
上
の
推
進

①
適
正
な
⼯
期
設
定
に
向
け
た
取
組
の
推
進

＜
施
策
の
内
容
＞

⼯
期
の
適
正
化
に
向
け
て
、
こ
れ
ま
で
⺠
間
⼯
事
を
対
象

と
し
た
⼯
期
に
つ
い
て
の
実
態
調
査
を
⾏
う
と
と
も
に
、

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
・
配
布
等
に
よ
り
取
組
の
啓
発
等
を

図
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

実
態
調
査
を
踏
ま
え
る
と
、
⼯
期
に
関
す
る
基
準
の
周
知

や
⺠
間
⼯
事
の
中
で
も
⼯
期
設
定
等
が
厳
し
い
業
種
へ
の
重

点
的
な
働
き
か
け
が
重
要
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
⼯
期
に
関
す
る
基
準
の
周
知
や
昨
年
度
の
調

査
結
果
を
踏
ま
え
た
特
定
の
業
種
や
発
注
者
団
体
へ
の
働
き

か
け
を
⾏
う
と
と
も
に
、
よ
り
効
果
的
な
働
き
か
け
を
⽬
指

し
て
、
引
き
続
き
実
態
調
査
を
実
施
し
改
善
策
を
検
討
す
る
。

ま
た
、
そ
の
改
善
策
に
つ
い
て
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
等

に
よ
り
横
展
開
を
図
る
。

＜
施
策
の
効
果
＞

時
間
外
労
働
の
削
減
等
に
よ
る
建
設
業
の
働
き
⽅
改
⾰
の

推
進
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地
域
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
再
構
築

〇
地
域
づ
くり
の
⼀
環
とし
て
、利

便
性
・効
率
性
の
⾼
い
「地
域
公
共
交
通
ネ
ット
ワ
ー
ク」
の
再
構
築
に
必
要
な
イン
フラ
整
備
に
取
組
む
地
⽅
⾃
治
体
へ

の
⽀
援
を
可
能
とす
る
た
め
、新
た
に
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
⾦
に
基
幹
事
業
とし
て
「地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
」を
創
設
等
。

〇
地
域
公
共
交
通
の
再
構
築
の
た
め
、鉄

道
・バ
ス
等
の
燃
料
電
池
・⾃
動
運
転
⾞
両
等
、先

進
的
な
⾞
両
を
導
⼊
す
る
場
合
の
⽀
援
事
業
を
創
設
。

〇
地
⽅
⾃
治
体
が
事
業
者
に
⼀
定
エ
リア
の
公
共
交
通
を
⼀
括
し
て
⻑
期
運
⾏
委
託
（
エ
リア
⼀
括
協
定
運
⾏
）
す
る
場
合
へ
の
補
助
制
度
を
創
設
。

①
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業

③
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改
善
事
業

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
⾦
の
基
幹
事
業
に
追
加

ⅰ
）
新
た
に
基
幹
事
業
とし
て
「地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
」を

創
設
。

ⅱ
）
「都
市
・地
域
交
通
戦
略
推
進
事
業
」の
基
幹
事
業
に
、既

存
の
路
⾯
電
⾞
・バ
ス
等
に
加
え
、鉄

道
施
設
等
の
整
備
を
⽀
援

対
象
に
追
加
。

（
補
助
率
︓
補
助
対
象
経
費
の
1/
2）

※
効
果
促
進
事
業
（
計
画
の
交
付
対
象
事
業
費
2割

上
限
）
に
お
い
て
、先

進
⾞
両
の
導
⼊
・改
造
も
可
能
。

EV
バ
ス
充
電
施
設
の
設
置

停
留
所
/営
業
所
等
の
整
備

既
存
施
設
の
撤
去

駅
の
新
設
・移
設
・改
築

先
進
⾞
両
の
導
⼊

⾼
速
化
（
軌
道
強
化
）

鉄
道
とバ
ス
の
対
⾯
乗
り換

え
化

チ
ケ
ット
レ
ス
対
応
改
札
機
の
導
⼊

地
域
公
共
交
通
の
再
構
築
の
た
め
、鉄

道
・バ
ス
に
係
る
燃
料
電

池
・⾃
動
運
転
⾞
両
等
、先

進
的
な
⾞
両
を
導
⼊
す
る
場
合
に
お
け

る
⽀
援
事
業
を
創
設
。（

補
助
率
︓
補
助
対
象
経
費
の
1/
2）

D
X⾞

⾞
両

線
路
設
備
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
装
置
搭
載
⾞
両

観
光
⾞
両

⾃
動
運
転
⾞
両

連
接
バ
ス
⾞
両

G
X⾞

両
燃
料
電
池
⾞
両

EV
・
FC
Vバ

ス

①
②
に
つ
い
て
は
、

※
地
域
公
共
交
通
計
画
とま
ち
づ
くり
関
係
計
画
等
の
相
互
連
携
や
、利

⽤
者
数
増
・事
業
収
⽀
改
善
・公
的
⽀
出
額
減
の
計
画
策
定
等
の
要
件
化
に
より
、実

⾏
性
の
確
保
を図

る
。

※
JR
本
州
３
社
⼜
は
⼤
⼿
⺠
鉄
の
路
線
に
つ
い
て
は
、補

助
対
象
経
費
は
総
事
業
費
の
2/
3を
上
限
（
1/
3は
事
業
者
の
⾃
⼰
負
担
）
とす
る
。

※
JR
に
関
し、
「新
会
社
が
その
事
業
を営

む
に
際
し当

分
の
間
配
慮
す
べ
き事

項
に
関
す
る
指
針
」に
つ
い
て
は
、こ
れ
まで
通
り適

切
に
運
⽤
。

エ
リア
⼀
括
協
定
運
⾏

・エ
リア
内
交
通
ネ
ット
ワ
ー
クの
利
便
性
向
上
・効
率

化
に
向
け
た
事
業
者
の
イン
セ
ンテ
ィブ
を
引
き
出
す
た

め
、地

⽅
⾃
治
体
が
事
業
者
に
⼀
定
エ
リア
の
公
共

交
通
を
⼀
括
して
⻑
期
運
⾏
委
託
（
エ
リア
⼀
括
協

定
運
⾏
※
）
す
る
場
合
へ
の
補
助
制
度
を
創
設
。

※
⾃
治
体
と交

通
事
業
者
との
間
で
サ
ー
ビス
⽔
準
（
運
賃
、

路
線
、運

⾏
回
数
）
等
を
内
容
とし
た
協
定
を
締
結
。

②
先
進
⾞
両
導
⼊
関
連
事
業
の
創
設

エ
リア
⼀
括
協
定
運
⾏
に
よ
る

利
便
性
・効
率
性
向
上

地
域
エ
リア

※
当
初
︓
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
⾦

５
，
４
９
２
億
円
の
内
数

※
当
初
︓
１
５
億
円
＋
観
光
庁
予
算
2億

円

※
当
初
︓
２
０
７
億
円
、補

正
︓
４
１
５
億
円

令
和
５
年
度
政
府
案

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
：
５
，
４
９
２
億
円
の
内
数

先
進
車
両
導
入
関
連
事
業
：
１
７
億
円

地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改
善
事
業
：
２
０
７
億
円
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〇
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
航
空
会
社
の
厳
し
い
財
務
状
況
等
を
踏
ま
え
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド

回
復
に
向
け
た
航
空
会
社
の
機
材
投
資
を
引
き
続
き
後
押
し
す
る
た
め
、
国
内
線
の
空
港
使
用
料
（
着
陸
料
、
停

留
料
及
び
航
行
援
助
施
設
利
用
料
）
及
び
航
空
機
燃
料
税
を
軽
減
（
５
０
０
億
円
規
模
）
。

〇
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
５
年
度
に
お
け
る
空
港
使
用
料
・
航
空
機
燃
料
税
の
減
免
に
よ
る
歳
入
の
減
少
を
踏
ま

え
、
そ
の

回
復

を
図

る
た
め
、
令

和
７
年

度
か

ら
１
８
年

度
に
か

け
て
、
空

港
使

用
料

を
適

正
な
水

準
に
設

定
。

国
航

空
会

社

空
港

使
用

料
及

び
航

空
機

燃
料

税
の
引

下
げ

令
和
５
年
度
に
お
い
て
、
国
内
線
の
空
港
使
用
料
が
３
１
０
億
円
規
模
（
約
３
割
）
、
航
空
機
燃
料
税
が
１
９
０
億
円

規
模
（
コ
ロ
ナ
前
水
準
１
８
，
０
０
０
円
/
kl
⇒
１
３
，
０
０
０
円
/
kl
等
）
の
軽
減
と
な
る
見
込
み
。

（
参
考
）

●
着
陸
料
：
空
港
の
使
用
（
着
陸
）
の
対
価
と
し
て
徴
収
。

●
停
留
料
：
駐
機
の
対
価
と
し
て
徴
収
。

●
航
行
援
助
施
設
利
用
料
：
管
制
サ
ー
ビ
ス
の
対
価
と
し
て
徴
収
。

●
国
内
線
航
空
機
に
積
み
込
ま
れ
た
燃
料
に
課
税
。

H2
3 年

度
改
正
前

H2
3 ～

R2
年
度

R3
年
度

R4
年
度

R5
・
R6

年
度

R7
・
R8

年
度

R9
年
度

一
般
路
線

26
,0
00

円
/k
l

18
,0
00

円
/k
l

9,
00

0 円
/k
l

13
,0
00

円
/k
l

13
,0
00

円
/k
l

15
,0
00

円
/k
l

18
,0
00

円
/k
l

空
港
使
用
料
及
び
航
空
機
燃
料
税
の
支
払
い

空
港

使
用

料

航
空

機
燃

料
税

※
空
港
使
用
料
に
は
こ
の
ほ
か
保
安
料
が
含
ま
れ
る
が
、
今
回
の
引
下
げ
の
対
象
外
。
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〇
新
た
な
交
流
市
場
の
開
拓

〇
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
を
⾒
据
え
た
旅
⾏
環
境
整
備

観
光
⽴
国
の
復
活
に
向
け
た
施
策
の
推
進

令
和
５
年
度
政
府
案
：

３
１
０
億
円
（
う
ち
観
光
財
源
２
０
０
億
円
）

観
光
案
内
ア
プ
リ

移
動
⽀
援
モ
ビ
リ
テ
ィ

ス
ノ
ー
リ
ゾ
ー
ト

歴
史
的
資
源

ガ
ス
ト
ロ
ノ
ミ
ー

国
内
交
流
の
拡
⼤
等
（
３
２
億
円
）

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
回
復
に
向
け
た
戦
略
的
取
組
（
25
4億

円
）

（
う
ち
観
光
財
源
20
0億

円
）

⾼
付
加
価
値
で
持
続
可
能
な
観
光
地
域
づ
く
り
（
２
３
億
円
）

〇
持
続
可
能
な
観
光

地
域
⼀
体
と
な
っ
た

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化

宿
間
・
異
業
種
と
の

デ
ー
タ
共
有
・
利
活
⽤

•
「
第
２
の
ふ
る
さ
と
」
、
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン

•
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
促
進

〇
観
光
分
野
に
お
け
る
D
Xの

推
進

エ
レ
ベ
ー
タ
ー

⾃
然

⼊
域
料
等
徴
収

シ
ス
テ
ム
整
備

公
共
交
通
利
⽤
促
進
の

た
め
の
駐
⾞
場
整
備

オ
ー
バ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
対
策
や
、

⾃
然
、
⽂
化
保
全
と
観
光
振
興

を
両
⽴
さ
せ
る
モ
デ
ル
の
構
築

※
こ
の
他
、
CI
Q
体
制
整
備
等
を
実
施

観
光
案
内
所
整
備

※
そ
の
他
、
令
和
４
年
度
経
済
対
策
関
係
予
算
と
し
て
「
交
通
サ
ー
ビ
ス
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
対
応
⽀
援

事
業
」
等
に
18
4億

円
計
上

※
そ
の
他
、
令
和
４
年
度
経
済
対
策
関
係
予
算
と
し
て
「
観
光
地
の
⾼
付
加
価
値
化
」
等
に
1,
55
9億

円
計
上

※
そ
の
他
、
令
和
４
年
度
経
済
対
策
関
係
予
算
と
し
て
「
観
光
再
始
動
事
業
」
等
に
25
7億

円
計
上

〇
全
国
津
々
浦
々
の
観
光
資
源
の
磨
き
上
げ
・環
境
整
備

〇
戦
略
的
な
訪
⽇
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

「イ
ンフ
ル
エ
ンサ
ー
」、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
、及

び
特
設
サ
イト

等
の
活
⽤

•
海
外
有
名
SN
S投

稿
者
を
全
国
津
々
浦
々

に
派
遣
し、
各
地
の
魅
⼒
を
１
億
⼈
超
規
模

で
ダイ
レ
クト
に
訴
求

•
SN
S媒

体
か
ら、
体
験
コン
テ
ンツ
、宿

泊
施

設
予
約
サ
イト
に
誘
導
し、
滞
在
の
⻑
期
化
や

消
費
額
向
上
、地

⽅
周
遊
に
つ
な
げ
る
。

〇
イン
バ
ウン
ド回

復
（
イン
バ
ウン
ド消

費
額
５
兆
円
超
の
達
成
等
）
に
向
け
た
戦
略
的
取
組
を
実
施
し、
地
⽅
へ
の
誘
客
強
化
・消
費
拡
⼤
を
図
る
。

〇
観
光
⽴
国
復
活
に
向
け
た
基
盤
を
強
化
す
る
た
め
、国

内
に
お
け
る
新
た
な
交
流
市
場
の
開
拓
、コ
ロナ
後
の
ニー
ズ
変
化
も
踏
ま
え
た
地
域
の
魅
⼒
向

上
・持
続
可
能
な
観
光
地
域
づ
くり
、観

光
産
業
の
⾼
付
加
価
値
化
に
取
り組

む
。

観
光
事
業
者
と
異
業
種
（
福
祉
・
ス

ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト
）
と
の
顧
客
デ
ー

タ
共
有
に
よ
る
相
互
送
客
促
進
等
。

•
世
界
遺
産
、国

⽴
公
園
、伝

統
⼯
芸
等
の
多
⾔
語
解
説
の
整
備
を
促
進
。

•
伝
統
⼯
芸
や
⾃
然
資
源
を
活
⽤
した
体
験
プ
ログ
ラム
を
構
築
し、
その
収
益
を
資

源
の
維
持
発
展
の
た
め
に
還
元
す
る
な
ど、
⾃
⽴
的
な
モ
デ
ル
構
築
を
⽀
援
（
サ
ス

テ
ナ
ブ
ル
ツー
リズ
ム
）
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海
上
保
安
能
⼒
の
抜
本
的
強
化

〇
新
た
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
海
上
保
安
能
⼒
強
化
に
関
す
る
⽅
針
」

（
令
和
４
年
１
２
⽉
１
６
⽇
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）

に
基
づ
き
、
尖
閣
領
海
警
備
能
⼒
や
広
域
海
洋
監
視
能
⼒
の
強
化
な
ど
の
海
上
保
安
能
⼒
の
抜
本
的
強
化

を
推
進
。

中
型
ヘ
リコ
プ
タ
ー

R5
年
度
就
役
３
機

情
勢
の
変
化
に
対
応
した
更
な
る
体
制
の
強
化

⼤
型
巡
視
船
（
3,
50
0ト
ン
）

R5
年
度
就
役
2隻

ヘ
リ搭

載
型
巡
視
船
（
6,
00
0ト
ン
）

R5
年
度
就
役
２
隻

無
操
縦
者
航
空
機

R5
年
度
よ
り

３
機
運
⽤

サ
イ
バ
ー
対
策

（
情
報
通
信
シ
ス
テ
ム
の
強
靱
化
等
）

業
務
基
盤
の
整
備

運
航
費
の
確
保

戦
略
的
ア
セ
ット
管
理
に
よ
る

⻑
寿
命
化
の
推
進

be
fo
re

af
te
r

⽼
朽
代
替

海
上
保
安

業
務
シ
ス
テ
ム

巡
視
船

衛
星

衛
星
通
信
機
器
の

秘
匿
通
信
機
能
の
強
化

サ
イバ
ー

セ
キ
ュリ
テ
ィ対
策

イ
メ
ー
ジ

イ
メ
ー
ジ

令
和
５
年
度
政
府
案
：
２
，
４
３
１
億
円

⼤
型
ジ
ェッ
ト機

R5
年
度
就
役
１
機

イ
メ
ー
ジ

イ
メ
ー
ジ

当
初
予
算
の
推
移

10
41

10
66

11
90

13
65

0

50
0

10
00

15
00

20
00

25
00

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

⼈
件
費

物
件
費

22
31
億
円

24
31
億
円

+2
00
億
円

(億
円
)

※
令
和
４
年
度
第
２
次
補
正
予
算
に
お
い
て
、
⼤
型
巡
視
船
４
隻
（
国
際
業
務
対
応
・
練
習
船
を
含
む
）
、
中
型
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
３
機
の
増
強
等
を
計
上

（
※
）
デ
ジ
タ
ル
庁
⼀
括
計
上
分
を
含
む
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一
般

会
計

か
ら

自
動

車
安

全
特

別
会

計
へ

の
繰

戻
し

令
和
５
年
度
（
案
）

○
脊
髄
損
傷
に
対
応
し
た
療
護
施
設
運
営
の
委
託

○
「
介

護
者

な
き
後

」
を
見

す
え
た
受

入
環

境
整

備
促

進
と
し
て
、
居

宅
介

護
事

業
所

等
へ

の
補

助
を
新

設

○
自

動
車

運
送

事
業

者
へ

の
先

進
安

全
自

動
車

（
A
S
V
）
装

置
導

入
支

援
に
つ
い
て
、
補

助
対

象
装

置
の

追
加

被
害

者
支

援
事

業
等

の
拡

充

令
和
４
年
度

○
令
和
４
年
度
は
、
一
般
会
計
か
ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
５
４
億
円
を
繰
戻
し
。

○
一
般
会
計
か
ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
の
繰
戻
し
を
６
０
億
円
（
対
前
年
度

 ＋
６
億
円
）
に
増
額
。

○
特
別
会
計
の
積
立
金
の
取
崩
額
を
６
年
連
続
で
縮
減
。

○
自
動
車
事
故
被
害
者
や
そ
の
ご
家
族
か
ら
要
望
の
あ
る
、
被
害
者
支
援
事
業
等
を
拡
充
。

※
令

和
４
年

度
第

２
次

補
正

予
算

に
お
い
て
は

、
１
２
億

円
を
繰

戻
し
。

平
成

６
年

度
及

び
７
年

度
に
旧

自
賠

責
特

会
か

ら
繰

り
入

れ
た
約

１
．
１
兆

円
の

う
ち
、
約

０
．
６
兆

円
が

繰
り
戻

さ
れ

て
い
な
い
こ
と
か

ら
、
平

成
２
９
年

の
大

臣
間

合
意

に
基

づ
き
、
平

成
３
０
年

度
予

算
よ
り
繰

戻
し
を
再

開
。

令
和
５
年
度
政
府
案
：
６
０
億
円
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通
学
路
に
お
け
る
交
通
安
全
対
策
の
推
進

○
千
葉
県
⼋
街
市
に
お
け
る
交
通
事
故
を
受
け
て
、「
通
学
路
等
に
お
け
る
交
通
安
全
の
確
保
及
び
飲
酒
運
転
の
根
絶
に
係
る
緊
急
対
策
」

に
基
づ
き
実
施
した
通
学
路
合
同
点
検
の
結
果
も
踏
ま
え
、速

度
規
制
等
の
ソ
フト
対
策
と歩

道
整
備
等
の
ハ
ー
ド対

策
を
適
切
に
組
み
合
わ

せ
た
効
果
的
な
交
通
安
全
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、重

点
化
に
よ
り予

算
を
増
額
し、
⽀
援
。

令
和
５
年
度
政
府
案
：
５
５
５
億
円

通
学

路
緊

急
対

策


通

学
路

合
同

点
検

の
結

果
、
抽

出
さ
れ
た
対

策
必

要
箇

所
に

お
け
る
道

路
管

理
者

に
よ
る
交

通
安

全
対

策
が
対

象


通

学
路

合
同

点
検

に
基

づ
き
、
ソ
フ
ト
対

策
の
強

化
と
合

わ
せ
て
実

施
す
る
歩

道
整

備
な
ど
の
交

通
安

全
対

策
に
対

し
、
計

画
的

か
つ
集

中
的

に
支

援
[補

助
期
間
：５

年
程
度

(R
4
～
)]

通
学
路
合
同
点
検
の
状
況

道
路
管
理
者
に
よ
る
対
策

関
係
機
関
等
に
よ
る
ソ
フ
ト
対
策

【
市
道
路
管
理
者
】

物
理
的
デ
バ
イ
ス
の
設
置

【
市

道
路

管
理

者
】

歩
道

・
防

護
柵

の
整

備

【
県

道
路

管
理

者
】

右
折
レ
ー
ン
の
整
備

（
通

り
抜

け
車

両
の

抑
制

）

【
小

学
校

】
通
学
路
の
変
更

【
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
】

見
守
り
活
動

【
警

察
（
公

安
委

員
会
）
】

時
間
帯
車
両
通
行
禁
止

【
警

察
（
公

安
委

員
会
）
】

速
度
規
制
・
取
り
締
ま
り

歩
道

・
防

護
柵

の
整

備

対
策

前
対

策
後

右
折
レ
ー
ン
の
整
備
（渋

滞
解
消
→
通
り
抜
け
車
両
の
抑
制
）

対
策

前
対

策
後

対
策
必
要
箇
所
の
抽
出
に
は
、

E
T

C
2.

0に
よ
り
得

ら
れ

る
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
や

ヒ
ヤ
リ
ハ

ッ
ト
マ
ッ
プ
等

も
活

用

物
理
的
デ
バ
イ
ス
（ス

ム
ー
ズ
横
断
歩
道

※
）
の
設

置

対
策

前
対

策
後

※
横

断
歩

道
部

の
盛

り
上

げ
（
ハ
ン
プ
）
→

横
断

箇
所

の
認

識
向

上
＋

進
入

速
度

抑
制

「
交

通
安

全
対

策
補

助
制

度
（
通

学
路

緊
急

対
策

）
」
の
創

設
（
令

和
4
年

度
）

○
千
葉
県
八
街
市
の
事
故
を
受
け
て
、
「通

学
路
等
に
お
け
る
交
通
安
全
の
確
保
及

び
飲
酒
運
転
の
根
絶
に
係
る
緊
急
対
策
（令

和
３
年
８
月
４
日
関
係
閣
僚
会
議
決

定
）」
に
基
づ
く
通
学
路
合
同
点
検
を
実
施
。

○
点
検
に
よ
り
抽
出
さ
れ
た
対
策
必
要
箇
所
に
お
け
る
交
通
安
全
対
策
に
つ
い
て
、

速
度

規
制

や
通

学
路

の
変

更
な
ど
ソ
フ
ト
面

で
の
対

策
に
加

え
、
歩

道
や
ガ
ー
ド
レ
ー

ル
整

備
等

に
よ
る
ハ
ー
ド
面

で
の
対

策
を
適

切
に
組

み
合

わ
せ
る
な
ど
、
地

域
の
実

情
に
対

応
し
た
、
効

果
的

な
対

策
を
検

討
し
、
可

能
な
も
の
か
ら
速

や
か
に
実

施
す

る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
早
急
に
対
策
を
実
施
で
き
る
よ
う
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て

計
画

的
か
つ
集

中
的

な
支

援
が
必

要
。

※
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
交
通
安
全
対
策
に
つ
い
て
は
、
従
前
、
主
に
防
災
・安

全
交
付
金
に
よ
り
支
援
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ス
マ
ー
ト
ウ
ェ
ル
ネ
ス
住
宅
等
推
進
事
業

令
和
５
年
度
予
算
額
１
８
３
億
円

（
令
和
４
年
度
予
算
額
２
１
２
億
円
）

事
業
の
概
要

指
摘
に

⾄
った
背
景

秋
の
レ
ビュ
ー

等
に
お
け
る

指
摘
事
項

令
和
５
年
度

予
算
等
へ
の

反
映

⾼
齢
者
、
障
害
者
、
⼦
育
て
世
帯
等
の
多
様
な
世
帯
が
安
⼼
し
て
健
康
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
住
環
境
（
ス
マ
ー
ト
ウ
ェ
ル
ネ
ス
住
宅
）

を
実
現
す
る
た
め
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
⾼
齢
者
向
け
住
宅
や
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
の
整
備
、
先
導
的
な
住
環
境
整
備
、
⼦
育
て
世
帯

等
の
た
め
の
⽀
援
施
設
等
の
整
備
を
伴
う
市
街
地
再
開
発
事
業
及
び
⼦
ど
も
の
安
全
・
安
⼼
に
資
す
る
共
同
住
宅
の
整
備
等
に
対
し
て
⽀
援
。

サ
⾼
住
事
業
の
最
終
ア
ウ
ト
カ

ム
指
標
を
、
本
事
業
の
直
接
の

成
果
で
あ
る
サ
⾼
住
の
整
備
が

ど
の
程
度
⾼
齢
者
向
け
の
住
ま

い
確
保
に
貢
献
し
た
か
を
測
る

た
め
、
最
終
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

を
⾒
直
す
。

本
事
業
は
サ
ー
ビ
ス
付
き
⾼
齢
者
向
け
住
宅
（
サ
⾼
住
）
の
整
備
の
他
に
、
⼦
供
の
安
全
・
安
⼼
に
資
す
る
共
同
住
宅
の
整
備
等
の
多
様
な

⽬
的
を
持
つ
４
つ
の
事
業
（
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住
宅
改
修
事
業
、
⼈
⽣
10
0年

時
代
を
⽀
え
る
住
ま
い
環
境
整
備
モ
デ
ル
事
業
、
地
域
⽣

活
拠
点
型
再
開
発
事
業
、
⼦
育
て
⽀
援
型
共
同
住
宅
推
進
事
業
）
を
含
む
が
、
サ
⾼
住
以
外
に
は
成
果
検
証
の
た
め
の
指
標
設
定
が
無
く
、

そ
の
他
の
事
業
の
検
証
が
で
き
な
い
。

サ
⾼
住
事
業
の
最
終
ア
ウ
ト
カ

ム
指
標
が
、
サ
⾼
住
以
外
の
⾼

齢
者
向
け
住
宅
整
備
も
含
む
成

果
に
係
る
指
標
と
な
っ
て
お
り
、

本
事
業
に
よ
る
貢
献
を
図
る
こ

と
が
困
難
。

補
助
⾦
の
要
綱
に
お
い
て
、
効

果
検
証
を
⾏
う
た
め
に
必
要
な

情
報
の
収
集
等
の
枠
組
み
が
盛

り
込
ま
れ
て
い
な
い
。

サ
⾼
住
以
外
の
４
つ
の
事
業
の

そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
事
業
の

成
果
を
図
る
初
期
ア
ウ
ト
カ
ム

指
標
及
び
最
終
ア
ウ
ト
カ
ム
指

標
を
設
定
し
、
事
業
の
成
果
検

証
が
可
能
な
仕
組
み
を
整
え
る
。

サ
⾼
住
以
外
の
４
つ
の
事
業
に

つ
い
て
、
初
期
ア
ウ
ト
カ
ム
指

標
及
び
最
終
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

の
設
定
が
無
く
、
こ
れ
ら
の
事

業
の
成
果
検
証
が
で
き
な
い
。

補
助
⾦
の
要
綱
に
お
い
て
、
事

業
の
成
果
を
図
る
初
期
ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
及
び
最
終
ア
ウ
ト
カ

ム
指
標
の
検
証
の
た
め
に
必
要

と
な
る
基
礎
デ
ー
タ
の
提
出
を

⾏
う
こ
と
を
要
件
化
す
る
こ
と

等
に
よ
り
、
成
果
検
証
の
た
め

の
情
報
の
収
集
を
可
能
に
す
る
。

行
政
事
業
レ
ビ
ュ
ー
結
果
の
反
映
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(単
位

：
億

円
）
（
対

４
年

度
当

初
）

＜
主

な
歳

入
・
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

４
年

度
当

初
）

（
歳

入
）

・
一

般
会

計
か

ら
自

動
車

安
全

特
別

会
計

へ
の

繰
戻

し
の

増
（
+
6
億

円
）

（
歳

出
）

・
自

動
車

事
故

対
策

勘
定

に
お

け
る

被
害

者
支

援
事

業
及

び
事

故
防

止
事

業
の

充
実

に
伴

う
増

（
+
5
4
億

円
）

・
自

動
車

検
査

登
録

勘
定

に
お

け
る

次
期

自
動

車
登

録
検

査
業

務
電

子
情

報
処

理
シ

ス
テ

ム
の

※
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て

い
る

の
で

、
合

計
に

お
い

て
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

開
発

等
に

係
る

経
費

の
減

（
▲

8
億

円
）

・
自

動
車

検
査

登
録

勘
定

に
お

け
る

自
動

車
技

術
総

合
機

構
運

営
費

の
減

（
▲

4
億

円
）

自
動

車
安

全
特

別
会

計
(空

港
整

備
勘

定
を

除
く
)

勘
定

別
歳

出
総

額
歳

出
純

計
額

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償

還
費

、
社

会
保

障
費

等
を

除
い

た
額

自
動

車
事

故
対

策
勘

定
へ

名
称

変
更

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

に
基

づ
き

、
 令

和
5
年

度
よ

り
、

自
動

車
事

故
対

策
勘

定
を

保
障

勘
定

へ
統

合
の

上
、

保
障

勘
定

を

※
「
自

動
車

損
害

賠
償

保
障

法
及

び
特

別
会

計
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」
（
令

4
法

6
5
）

2
2
4
（
+
5
3
）

2
1
3
（
+
5
3
）

自
動

車
事

故
対

策
勘

定
2
1
3
（
+
5
3
）

自
動

車
検

査
登

録
勘

定
4
1
3
（
▲

1
1
）

4
1
1
（
▲

1
1
）

4
1
1
（
▲

1
1
）

自
動

車
検

査
登

録
勘

定

自
動

車
事

故
対

策
勘

定

業
務

取
扱

費

3
6
3
（
▲

8
）

被
害

者
保

護
増

進
等

事
業

費
9
7
（
+
3
5
）

自
動

車
検

査
登

録
勘

定

自
動

車
事

故
対

策
勘

定

前
年

度
剰

余
金

受
入

6
1
6
（
+
6
）

雑
収

入
等

1
5
（
▲

4
）

積
立

金
よ

り
受

入
5
3
（
▲

2
6
）

【
令

和
５

年
度

歳
出

予
算

】

6
3
7
億

円
（

+
4
2
）

1
,
2
8
8
億

円
（

▲
1
8
）

【
令

和
５

年
度

歳
入

予
算

】

賦
課

金
収

入
8
5
（
+
7
1
）

一
般

会
計

よ
り

受
入

6
0
（
+
6
）

雑
収

入
等

1
7
（
▲

4
）

前
年

度
剰

余
金

受
入

6
9
（
▲

1
0
0
）

検
査

登
録

手
数

料
収

入
3
7
4
（
+
3
5
）

保
障

費
1
3
（
▲

1
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術

総
合

機
構

運
営

費
2
1
（
▲

4
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
事

故

対
策

機
構

施
設

整
備

費
6
（
+
2
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
事

故

対
策

機
構

運
営

費
9
4
（
+
1
8
）

再
保

険
及

保
険

費
等

1
4
（
▲

0
）

独
立

行
政

法
人

自
動

車
技

術

総
合

機
構

施
設

整
備

費
1
2

施
設

整
備

費
等

1
7
（
+
3
）
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
４
年
度
当
初
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

４
年

度
当

初
）

3
,9
2
8
（
＋

4
4
）

3
,5
8
9
（
＋

7
2
）

3
,5
8
9
（
＋

7
2
）

歳
出

総
額

歳
出

純
計

額
歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還

費
、
社

会
保

障
費

等
を
除
い
た
額

自
動

車
安

全
特

別
会

計
　
空

港
整

備
勘

定

空
港

使
用

料
収

入
等

1
,8
5
4
（＋

74
1）

3
,
9
28
億

円
（
＋
44
）

雑
収

入
・
前

年
度

剰
余

金
受

入
等

4
4
1
（
▲
2
0
2
）

借
入

金
1
,1
8
5
（▲

4
6
0
）

航
空

機
等

購
入

費
補

助
金

等
3
7
（
＋
2
）

空
港

等
維

持
運

営
費

1
,4
6
9
（
▲
2
5
）

空
港

整
備

事
業

費
等

1
,8
0
9
（
＋
7
6
）

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
3
3
9
（
＋
5
）

3
,
9
28
億

円
（
＋
44
）

【
令

和
５
年

度
歳

出
予

算
】

【
令

和
５
年

度
歳

入
予

算
】

一
般

会
計

よ
り
受
入

2
7
3

（
▲

4
2
）

・
羽
田
空
港
に
お
け
る
空
港
ア
ク
セ
ス
鉄
道
等
の
整
備
（
＋
6
2
億
円
）

・
福

岡
空

港
滑

走
路

増
設

事
業

等
の

一
般

空
港

等
に
お
け
る
整

備
（
＋

2
3
億

円
）

航
空

路
整

備
事

業
費

2
7
3
（
▲
1
4
）

地
方

公
共

団
体

工
事

費
負

担
金

収
入

8
3
（
＋

7
）

償
還

金
収

入
9
1
（
-
）
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(単
位

：
億

円
）
（
対

４
年

度
当

初
）

＜
主

な
歳

出
増

減
の

内
訳

＞
（
対

４
年

度
当

初
）

・
庁

舎
建

設
に

つ
い

て
、

整
備

事
業

の
完

了
に

伴
う

事
業

費
の

減
（
▲

2
8
億

円
）

（
注

）
　

　
旧

特
定

国
有

財
産

整
備

特
別

会
計

が
平

成
2
1
年

度
末

で
廃

止
さ

れ
た

こ
と

に
伴

い
、

平
成

2
1
年

度
末

ま
で

に
策

定
さ

れ
て

い
た

事
業

で
未

完
了

の
も

の
に

つ
  
  
  
 い

て
は

、
当

該
事

業
が

完
了

す
る

ま
で

の
間

、
経

過
的

に
設

置
さ

れ
た

本
勘

定
で

経
理

を
行

う
こ

と
と

さ
れ

て
お

り
、

未
完

了
事

業
完

了
後

の
残

余
財

産
は

、
一

般
  
  
  
 会

計
に

承
継

。

財
政

投
融

資
特

別
会

計
特

定
国

有
財

産
整

備
勘

定

1
9
1
（
▲

3
4
）

1
9
1
（
▲

3
4
）

歳
出

純
計

額
か

ら
国

債
償

還
費

、
社

会
保

障
費

等
を

除
い

た
額

歳
出

純
計

額
歳

出
総

額

1
9
1
（
▲

3
4
）

1
91

億
円

（
▲

3
4）

特
定

国
有

財
産

整
備

費
1
8
5
（
▲

3
5
）

事
務

取
扱

費
6
（
+
1
）

予
備

費
0
（
-
）

7
00

億
円

（
+
1
6
5）国

有
財

産
売

払
収

入
1
3
3
（
▲

7
）

前
年

度
剰

余
金

受
入

5
6
7
（
+
1
7
2
）

雑
収

入
1
（
▲

0
）

【
令

和
５

年
度

歳
入

予
算

】
【
令

和
５

年
度

歳
出

予
算

】
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